
 この解説は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成 25年法律第 27号）第 26条第１項に基づく特定個人情報保護

評価指針（案）について、問い合わせの多い事項について特定個人情報保護委

員会事務局で回答した事例等のうち特定個人情報保護評価を実施するに当たり

参考となるものの要旨を事務局案として掲載したものです。 

今後、この解説は特定個人情報保護委員会に諮った上で、特定個人情報保護

評価指針の公布時に公表するとともに、必要に応じて更新することを予定して

います。 
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この指針は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成 25 年法律第 27 号。以下「番号法」という。）第 26 条第１項

の規定に基づく指針であり、行政機関の長等が、番号法第 27条の規定に基づき

特定個人情報の漏えいその他の事態の発生の危険性及び影響に関する評価（以

下「特定個人情報保護評価」という。）を自ら実施し、これらの事態の発生を抑

止することその他特定個人情報を適切に管理するために講ずべき措置を定める

ものである。 

 

第１ 特定個人情報保護評価の意義 

１ 特定個人情報保護評価の基本理念 

番号法によって導入される社会保障・税番号制度（以下「番号制度」と

いう。）は、社会保障制度、税制、災害対策その他の分野における行政運営

の効率化を図り、国民にとって利便性の高い、公平・公正な社会を実現す

るための社会基盤として導入されるものである。一方で、番号制度の導入

に伴い、個人のプライバシー等の権利利益の保護の観点からは、国家によ

る個人情報の一元管理、特定個人情報の不正追跡・突合、財産その他の被

害等への懸念が示されてきた。個人情報の適正な取扱いという観点からは、

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 58号。

以下「行政機関個人情報保護法」という。）等の個人情報保護法令が整備さ

れているが、これに加え、番号制度においては、このような懸念に対して、

特定個人情報保護委員会（以下「委員会」という。）による監視・監督その

他の制度上の保護措置を定めるとともに、特定個人情報の提供には原則と

して情報提供ネットワークシステムを使用するなどシステム上の安全措置

を講ずることとしている。 

特定個人情報保護評価は、このような番号制度の枠組みの下での制度上

の保護措置の１つであり、特定個人情報ファイルの適正な取扱いを確保す

ることにより特定個人情報の漏えいその他の事態の発生を未然に防ぎ、個

人のプライバシー等の権利利益を保護することを基本理念とするものであ

る。特定個人情報保護評価の実施により、評価実施機関が個人情報保護法

令の趣旨を踏まえ、より主体的な措置を講ずることで、個人のプライバシ

ー等の権利利益の保護につながることが期待される。 

 

２ 特定個人情報保護評価の目的 

特定個人情報保護評価は、次に掲げることを目的として実施するもので

ある。 
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（１）事前対応による個人のプライバシー等の権利利益の侵害の未然防止 

情報の漏えい、滅失、毀損や不正利用等により個人のプライバシー等

の権利利益が一度侵害されると、拡散した情報を全て消去・修正するこ

とが困難であるなど、その回復は容易でない。したがって、個人のプラ

イバシー等の権利利益の保護のためには、事後的な対応ではなく、事前

に特定個人情報ファイルの取扱いに伴う特定個人情報の漏えいその他の

事態を発生させるリスクを分析し、このようなリスクを軽減するための

措置を講ずることが必要である。特定個人情報保護評価は、このような

事前対応の要請に応える手段であり、これにより個人のプライバシー等

の権利利益の侵害を未然に防止することを目的とするものである。 

事前対応を行うことで、事後の大規模なシステムの仕様変更を防ぎ、

不必要な支出を防ぐことも期待される。 

（２）国民・住民の信頼の確保 

番号制度の導入に対して示されてきた個人のプライバシー等の権利利

益が侵害されることへの懸念を払拭する観点からは、特定個人情報ファ

イルを取り扱う者が、入手する特定個人情報の種類、使用目的・方法、

安全管理措置等について国民・住民に分かりやすい説明を行い、その透

明性を高めることが求められる。特定個人情報保護評価は、評価実施機

関が、特定個人情報ファイルの取扱いにおいて個人のプライバシー等の

権利利益の保護に取り組んでいることを自ら宣言し、どのような措置を

講じているかを具体的に説明することにより、国民・住民の信頼を確保

することを目的とするものである。 

 

３ 特定個人情報保護評価の内容 

特定個人情報保護評価は、評価実施機関が、特定個人情報ファイルを取

り扱う事務における当該特定個人情報ファイルの取扱いについて自ら評価

するものである。評価実施機関は、特定個人情報ファイルを保有しようと

する又は保有する場合は、当該特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプ

ライバシー等の権利利益に与える影響を予測した上で特定個人情報の漏え

いその他の事態を発生させるリスクを分析し、このようなリスクを軽減す

るための適切な措置を講じていることを確認の上、基礎項目評価書、重点

項目評価書又は全項目評価書（以下「特定個人情報保護評価書」と総称す

る。）において自ら宣言するものである。 

特定個人情報保護評価は、諸外国で採用されているプライバシー影響評

価（Privacy Impact Assessment: PIA）に相当するものであり、個人のプ

ライバシー等の権利利益の保護のために必要最小限の措置を講じているか 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2 
 



否かについてのチェックにとどまらず、評価実施機関が自らの取組につい

て積極的、体系的に検討し、評価することが期待される。 

また、評価実施機関には、個人情報又はプライバシーの保護に関する技

術の進歩、社会情勢の変化等に対応し、特定個人情報の漏えいその他の事

態を発生させるリスクを軽減するための取組を継続的に実施することが期

待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ第１の１－１ 

 特定個人情報保護評価は個人のプライバシー等の権利利益を保護するこ

とを基本理念としていますが、これはどのような考え方なのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 番号制度は、行政運営の効率化を図り、国民にとって利便性の高い、公平・公正

な社会を実現するための社会基盤として導入されるものですが、その導入に対して

は、国家による個人情報の一元管理、特定個人情報の不正追跡・突合、財産その他

の被害等への懸念が示されてきたところです。 

○ 番号法は、これらの懸念に対し、個人情報保護法、行政機関個人情報保護法、独

立行政法人等個人情報保護法の特別法として、制度上の保護措置等を規定しており、

特定個人情報保護評価も制度上の保護措置のひとつです。 

○ 個人情報保護法第１章から第３章までは、個人情報保護法制の基本法制として、

民間事業者のみならず、行政機関、独立行政法人等、地方公共団体等にも適用され

ますが、個人情報保護法は、個人情報は個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱

われるべきものであることとの基本理念に基づき、プライバシーの保護を含めた個

人の権利利益を保護することを目的としています。（個人情報保護法第１条及び第

３条並びに個人情報の保護に関する基本方針１（２）①参照。） 

○ このようなことから、特定個人情報保護評価は、個人情報保護法を基本法制とす

る、個人情報の保護に関する一般法に定められた、プライバシーの保護を含めた個

人の権利利益の保護（「個人のプライバシー等の権利利益の保護」）を基本理念とす

ることとしました。 

○ 特定個人情報保護評価の実施により、評価実施機関が個人情報保護法等の法令の

趣旨を踏まえ、より主体的な措置を講ずることで、個人のプライバシー等の権利利

益の保護につながることが期待されます。 
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第２ 定義 

この指針において使用する用語は、番号法及び特定個人情報保護評価に

関する規則（平成 26年特定個人情報保護委員会規則第 号。以下「規則」

という。）において使用する用語の例によるほか、次の定義に従うものとす

る。 

１ 評価実施機関 番号法第 27 条及び規則の規定に基づき特定個人情報保

護評価を実施する番号法第２条第 14項に規定する行政機関の長等（行政機

関の長、地方公共団体の機関、独立行政法人等、地方独立行政法人及び地

方公共団体情報システム機構並びに番号法第 19 条第７号に規定する情報

照会者及び情報提供者）をいう。 

２ 行政機関等 評価実施機関のうち、行政機関の長、独立行政法人等、地

方公共団体情報システム機構並びに番号法第 19 条第７号に規定する情報

照会者及び情報提供者（ただし、規則第２条第３号に規定する地方公共団

体等（以下単に「地方公共団体等」という。）を除く。）をいう。 

３ 特定個人情報保護評価計画管理書 規則第３条に規定する評価実施機関

が保有する特定個人情報ファイルについての特定個人情報保護評価の計

画、実施状況等を記載した書面をいう。 

４ 全項目評価書 番号法第 27 条第１項各号に掲げる事項を評価した結果

を記載した書面（行政機関等においては番号法第 27条第４項及び規則第８

条の規定、地方公共団体等においては規則第７条第６項の規定に基づく公

表の対象となるもの）をいう。 

５ 情報連携 行政機関の長等の間の情報提供ネットワークシステムを使用

する特定個人情報の提供の求め又は提供をいう。 

６ 重大事故 評価実施機関が法令に基づく安全管理措置義務を負う個人情

報を漏えい、滅失又は毀損した場合であって、故意による又は当該個人情

報の本人（個人情報によって識別される特定の個人であって、当該評価実

施機関の従業者を除く。）の数が 101人以上のもの（ただし、配送事故等の

うち当該評価実施機関の責めに帰さない事由によるものを除く。）をいう。 

７ 特定個人情報の入手 特定個人情報ファイルに記録されることとなる特

定個人情報を、特定個人情報保護評価の対象となる事務において用いるた

めに取得することをいう。 

８ 特定個人情報の使用 特定個人情報ファイルに記録された特定個人情報

を特定個人情報保護評価の対象となる事務において用いることをいう。 

９ 特定個人情報の移転 評価実施機関内において、特定個人情報ファイル

に記録された特定個人情報を特定個人情報保護評価の対象となる事務以外

事務を処 す 者 使 供す を う  
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10 システム用ファイル 電子計算機で取り扱われる特定個人情報ファイル

であって、要件定義、基本設計、詳細設計、開発及びテスト段階を経て運

用に供される電子情報処理組織で保有される特定個人情報ファイルをい

う。 

11 その他の電子ファイル 電子計算機で取り扱われる特定個人情報ファイ

ルであって、システム用ファイル以外のものをいう。 

 

 
 
 
 
 
 
 
（解説） 

番号法、規則及び指針において定めら規定されている主な定義・用語は、以下次の

通りとおりです。 

用   語 定   義 

評価実施機関 

（指針第２の１） 

番号法第 27条及び規則の規定に基づき特定個人情報保護評価を

実施する番号法第２条第 14項に規定する行政機関の長等（行政

機関の長、地方公共団体の機関、独立行政法人等、地方独立行

政法人及び地方公共団体情報システム機構並びに情報照会者及

び情報提供者） 

行政機関の長等 

（番号法第２条第 14項） 

行政機関の長、地方公共団体の機関、独立行政法人等、地方独

立行政法人及び地方公共団体情報システム機構並びに番号法第

19条７号に規定する情報照会者及び情報提供者 

地方公共団体等 

（規則第２条第３号） 

行政機関の長等（評価実施機関）のうち、地方公共団体の機関

及び地方独立行政法人 

行政機関等 

（指針第２の２） 

評価実施機関のうち、行政機関の長、独立行政法人等、地方公

共団体情報システム機構並びに番号法第 19条第７号に規定する

情報照会者及び情報提供者（ただし、地方公共団体等を除く。） 

独立行政法人等 

（番号法第２条第２項） 

独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律第２条

第１項に規定する独立行政法人等 

特定個人情報保護評価

計画管理書 

（指針第２の３） 

規則第３条に規定する評価実施機関が保有する特定個人情報フ

ァイルについての特定個人情報保護評価の計画、実施状況等を

記載した書面 

基礎項目評価書 

（規則第２条第１号） 

行政機関の長等（評価実施機関）が、指針で定めるところによ

り、番号法第 27条第１項第１号から第４号までに掲げる事項を

評価した結果を記載した書面 

重点項目評価書 

（規則第２条第２号） 

行政機関の長等（評価実施機関）が、指針で定めるところによ

り、番号法第 27条第１項第１号から第６号までに掲げる事項及

び特定個人情報ファイルの取扱いにより個人の権利利益を害す

る可能性のある要因の概要を評価した結果を記載した書面 
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用   語 定   義 

全項目評価書 

（指針第２の４） 

番号法第 27条第１項各号に掲げる事項を評価した結果を記載し

た書面（行政機関等においては番号法第 27条第４項及び規則第

８条の規定、地方公共団体等においては規則第７条第６項の規

定に基づく公表の対象となるもの） 

情報連携 

（指針第２の５） 

情報提供ネットワークシステムを使用する特定個人情報の提供

の求め又は提供 

重大事故 

（指針第２の６） 

評価実施機関が法令に基づく安全管理措置義務を負う個人情報

を漏えい、滅失又は毀損した場合であって、故意による又は当

該個人情報の本人（個人情報によって識別される特定の個人で

あって、当該評価実施機関の従業者を除く。）の数が 101人以上

のもの（ただし、配送事故等のうち当該評価実施機関の責めに

帰さない事由によるものを除く。） 

個人情報 

（番号法第２条第３項） 

行政機関個人情報保護法第２条第２項に規定する個人情報であ

って行政機関が保有するもの、独立行政法人等個人情報保護法

第２条第２項に規定する個人情報であって独立行政法人等が保

有するもの又は個人情報保護法第２条第１項に規定する個人情

報であって行政機関及び独立行政法人等以外の者が保有するも

の 

特定個人情報 

（番号法第２条第８項） 

個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いら

れる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のも

のを含む。）をその内容に含む個人情報 

特定個人情報の入手 

（指針第２の７） 

特定個人情報ファイルに記録されることとなる特定個人情報

を、特定個人情報保護評価の対象となる事務において用いるた

めに取得すること 

特定個人情報の使用 

（指針第２の８） 

特定個人情報ファイルに記録された特定個人情報を特定個人情

報保護評価の対象となる事務において用いること 

特定個人情報の移転 

（指針第２の９） 

評価実施機関内において、特定個人情報ファイルに記録された

特定個人情報を特定個人情報保護評価の対象となる事務以外の

事務を処理する者の使用に供すること 

特定個人情報の提供 特定個人情報を評価実施機関以外の者に供与すること 
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用   語 定   義 

個人情報ファイル 

（番号法第２条第４項） 

行政機関個人情報保護法第２条第４項に規定する個人情報ファ

イルであって行政機関が保有するもの、独立行政法人等個人情

報保護法第２条第４項に規定する個人情報ファイル であって

独立行政法人等が保有するもの又は個人情報保護法第２条第２

項に規定する個人情報データベース等であって行政機関及び独

立行政法人等以外の者が保有するもの 

特定個人情報ファイル 

（番号法第２条第９項） 

個人番号をその内容に含む個人情報ファイル 

システム用ファイル 

（指針第２の 10） 

電子計算機で取り扱われる特定個人情報ファイルであって、要

件定義、基本設計、詳細設計、開発及びテスト段階を経て運用

に供される電子情報処理組織で保有される特定個人情報ファイ

ル 

その他の電子ファイル 

（指針第２の 11） 

電子計算機で取り扱われる特定個人情報ファイルであって、シ

ステム用ファイル以外のもの 

 

 

Ｑ第２の２－１ 

「行政機関の長等」「行政機関等」「地方公共団体等」の違いは何ですか。 

（Ａ） 

○ 「行政機関の長等」は番号法第２条第 14 項の規定に基づくものであり、特定個

人情報保護評価の全ての義務付け対象者を指します。 

○ 「行政機関等」は、指針に定義が置かれており、「行政機関の長等」のうち「地

方公共団体等」（地方公共団体の機関及び地方独立行政法人）を除いたものをいい

ます。 

○ 「地方公共団体等」は規則に定義規定が置かれており、「行政機関の長等」のう

ち地方公共団体の機関及び地方独立行政法人のみをいいます。 

 

 

Ｑ第２の６－１ 

重大事故の定義中に「個人情報」とありますが、「特定個人情報」ではな

いのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価において、「重大事故」が登場するのは、次の３点です。 
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① しきい値判断項目「評価実施機関における特定個人情報に関する重大事故の発

生の有無」 

② 重点項目評価書 様式 Ⅲ５「②個人情報に関する重大事故の発生」 

③ 全項目評価書 様式 Ⅲ５リスク１「⑨個人情報に関する重大事故の発生」  

○ ①しきい値判断項目については、重大事故の対象を（個人番号を含まない個人情

報ではなく）特定個人情報に限定しています。 

これは、特定個人情報保護評価は、特定個人情報の適正な取扱いを確保すること

を目的とするものであり、しきい値判断項目としては、特定個人情報に関する重大

事故の発生の有無が適当であるとしたものです。また、対象を個人情報とした場合、

特定個人情報保護評価の導入当初に実施するしきい値判断において、制度が導入さ

れる以前に発生した事故の影響を受けることとなりますが、これについては各機関

において当該事故について対する対応がすでに既に図られていることが想定され、

改めて当該事故を判断項目とすることは適当でないと判断したものです。なお、指

針では、しきい値判断項目に関しては「特定個人情報に関する」重大事故と明記し

ています。 

○ ②重点項目評価書及び③全項目評価書の記載事項としての重大事故については

対象を個人情報としています。 

これは、番号法第 27 条第１項第３号において、「過去の 個人情報ファイル の取

扱いの状況」を評価書の記載事項としていることを反映したものです。なお、重大

事故の発生自体が、②重点項目評価又は③全項目評価の再実施が必要となる重要な

変更に直ちに該当するものではありませんが、重大事故の発生に伴い特定個人情報

ファイルを取り扱う際のリスク対策を見直す場合は、重要な変更に該当し、②重点

項目評価又は③全項目評価の再実施が必要となります。また、特定個人情報に関す

る重大事故の発生によりしきい値判断の結果が変わり、新たに②重点項目評価又は

③全項目評価を実施するものと判断される場合は、②重点項目評価又は③全項目評

価の実施が必要となります。 
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Ｑ第２の６－２  

重大事故の定義中に「評価実施機関の従業者」とありますが、「従業者」

とは具体的にどのような者を指すのでしょうか。正規職員だけでなく、非正

規職員やアルバイトも含むのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 従業者には、契約形態のいかんにかかわらず、役員、使用人その他の者で、特定

個人情報保護評価の対象となる事務に現に従事する者の全てが含まれます。したが

って、行政庁においては、正規職員のみならず非正規職員、アルバイト等も含まれ、

民間事業者においては、雇用関係にある従業員（正社員、契約社員、嘱託社員、パ

ート社員、アルバイト社員等）のみならず、取締役、執行役、理事、監査役、監事、

派遣社員等も含まれます。正規職員だけでなく、非正規職員やアルバイトも含みま

す。 

 

 

Ｑ第２の６－３  

重大事故の定義中に「配送事故等のうち当該評価実施機関の責めに帰さな

い事由によるものを除く」とありますが、具体的にどのようなものでしょう

か。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報に関する重大事故を発生させると、当該重大事故が発生した事務の

みならず評価実施機関の他の事務のしきい値判断にも影響を与え、しきい値判断の

結果が変わって新たに重点項目評価又は全項目評価の実施が義務付けられる場合

には、評価を再実施することとなります。これは、重大事故を発生させた評価実施

機関は、当該事務のみならず、全体として特定個人情報の取扱いについて見直す必

要があると考えられるためです。 

○ しかし、配送事故等には専ら配送業者の責任による事故など、評価実施機関の責

めに帰さない事由によるものも想定され、これについては、評価実施機関において

再発防止策を策定することは困難であると考えられます。そのため、評価実施機関

の責めに帰さない事由による重大事故については、重大事故の定義から除外するこ

ととしています。 

○ ただし、配送業者による事故の場合であっても、（特定）個人情報や事務の性質

等を踏まえ、より慎重な配送方法を選択することが求められるにもかかわらず、簡

易な配送方法を選択したことにより事故が発生した場合など、評価実施機関が（特

定）個人情報の取扱いに関してより慎重な措置を講じていれば事故の未然防止が図

られたと考えられるものは重大事故に当たると考えられます。 
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○ 評価実施機関の責めに帰さない事故のその他の例としては、通常想定し難い規模

の自然災害（大地震等）による（特定）個人情報の滅失、毀損等が考えられます。 

 ○ また、盗難等については、評価実施機関の責めに帰す場合が多く、重大事故に該

当する場合が多いと考えられます。ただ、厳重に入退室管理がなされている施設に

おいて、施錠管理されている場所に（特定）個人情報が保管されている場合であっ

て、強盗等により身体に危害を加えられるような状況で盗難にあってしまった場合

等は評価実施機関の責めに帰さない事故と考えられます。 

 

 

 

Ｑ第２の６－４ 

   （特定）個人情報を取り扱う事務を委託している場合、重大事故には委

託先での事故は含まれるのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 委託先での事故も含まれます。 

 行政機関個人情報保護法第６条第１項及び独立行政法人等個人情報保護法第７

条第１項に基づき、行政機関及び独立行政法人等は、保有個人情報について安全管

理措置義務を負っていることから、個人情報を取り扱う事務を委託する場合におい

ても、当然ながら、受託者に対し必要かつ適切な監督を行う義務を負うこととなり

ます。また、個人情報保護法に規定された個人情報取扱事業者は、個人データの取

扱いの全部又は一部を委託する場合、個人情報保護法第 22 条に基づき、その委託

した個人データの安全管理が図られるよう、受託者に対し必要かつ適切な監督を行

う義務を負っています。 

さらに、番号法では第 11 条において、特定個人情報に関する委託先の監督義務

が規定されており、これらに基づき、重大事故には、委託先における（特定）個人

情報の事故も含むこととなります。 

 

 

Ｑ第２の６－５ 

   （特定）個人情報を取り扱う事務を委託している場合、「委託先の重大事

故」には、委託業務以外の事故も含まれるのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 評価実施機関が安全管理措置義務を負うものに限定されるため、評価実施機関が

委託した事務やその情報と無関係に発生した委託先の事故については、原則として、

重大事故に含まれません。 
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Ｑ第２の 11－１ 

「システム用ファイル」と「その他の電子ファイル」との違いは何でしょ

うか。 

（Ａ） 

○ 指針では、特定個人情報保護評価の実施時期を明確にするため、システム用ファ

イルとその他の電子ファイルとで定義を別にし、それぞれについて実施時期を定め

ることとしています。具体的には、システムにおいて取り扱われる特定個人情報フ

ァイルについては、システムの開発前までに実施することが求められるのに対し、

システムにおいて取り扱われない特定個人情報ファイルについては、システムの開

発が行われないことから、システムの開発前ではなく、それに相当する事務処理の

検討段階で特定個人情報保護評価を実施するものとされています。 

   つまり、システム用ファイルとその他の電子ファイルの違いは、要件定義、基本

設計、詳細設計、開発及びテスト段階を経て運用に供されるシステムにおいて取り

扱われる特定個人情報ファイルか否かという点にあります。 

○ その他の電子ファイルとは、表計算ソフトウェア、データベースソフトウェアそ

の他の事務処理に用いられる一般的なソフトウェアを用いて作成され、パソコン等

で取り扱われる特定個人情報ファイルであって、システム用ファイル以外のものを

いいます。例えば、事務を処理するに当たり、システムを用いることなく、パソコ

ンにおいて一般的な表計算ソフトウェアなどで対象者管理を行っている場合にお

ける特定個人情報ファイルなどをいいます。 
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第３ 特定個人情報保護評価の実施主体 

１ 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられる者 

次に掲げる者のうち、特定個人情報ファイルを保有しようとする者又は

保有する者は、この指針に基づき、特定個人情報保護評価の実施が義務付

けられる。 

（１）行政機関の長 

（２）地方公共団体の長その他の機関 

（３）独立行政法人等 

（４）地方独立行政法人 

（５）地方公共団体情報システム機構 

（６）情報連携を行う事業者（番号法第 19 条第７号に規定する情報照会者

及び情報提供者のうち、上記（１）から（５）までに掲げる者以外のも

のをいう。下記第４の４（１）カにおいて同じ。） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（解説） 

  行政機関の長、地方公共団体の長その他の機関、独立行政法人等及び地方独立行

政法人については、その公的性格から、特定個人情報ファイルをどのように取り扱

い、個人のプライバシー等の権利利益保護にどのように取り組んでいるかについて、

自ら公表し、国民の信頼を確保することが求められます。 

そのため、情報提供ネットワークシステムを使用するか否かに関わらず、その公

的性格に鑑み、特定個人情報保護評価の実施を義務付けるものです。 

 

  地方公共団体情報システム機構については、市町村長によって指定される個人番

号を生成するという、その番号制度における職務の重大性から、事後的対応ではな

い積極的な事前対応が求められ、また国民の信頼を確保することが求められます。 

そのため、情報提供ネットワークシステムを使用するか否かに関わらず、その職

責に鑑み、特定個人情報保護評価の実施を義務付けるものです。 

 

  上記以外の者、すなわち事業者は、主に、源泉徴収義務等のために個人番号を取

り扱うことが予定され、事業目的で個人番号を利用するものではないと考えられる

ため、このような事業者に特定個人情報保護評価の実施を義務付けることは適当で

はありません。 

一方、情報提供ネットワークシステムを使用した情報連携を行う事業者は、源泉

徴収義務等にとどまらず、事業のために個人番号を取り扱うものであり、番号制度

への関与の程度が深く、その特定個人情報ファイルの保有が個人に対して与える影

響も大きいものと考えられます。 
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また、情報提供ネットワークシステムを使用して情報連携を行う場合は、源泉徴

収義務等のために個人番号を利用する場合と比べ、個人番号を保有する目的や個人

番号の取扱い方法が本人から見てわかりづらいものとも考えられます。 

以上の理由から、事業者については、情報提供ネットワークシステムを使用した

情報連携を行う者に対してのみ、特定個人情報保護評価の実施を義務付けるもので

す。 

 

  なお、特定個人情報保護評価の実施を義務付けられていない事業者が、任意の判

断で特定個人情報保護評価を実施することは妨げられるものではなく、むしろ望ま

しいことといえます。 

 

  また、情報提供ネットワークシステムは、総務大臣が設置及び管理する（番号法

第 21 条第１項）ため、情報提供ネットワークシステム運営機関は行政機関の長に該

当します。 

 

 

Ｑ第３の１－１ 

  「行政機関の長」とは何ですか。 

（Ａ） 

○ 「行政機関」とは、行政機関個人情報保護法第２条第１項に規定する行政機関を

いい（番号法第２条第１項）、具体的には同法第２条第１項各号ごとに下記の機関

を指します。 

   行政機関の長とは、当該機関の長を指します。（平成 26年３月現在） 

①  第１号に規定される機関 

「内閣におかれる機関（内閣府を除く。）」とは、内閣官房、内閣法制局、復

興庁、国家安全保障会議等の各種会議、国家公務員制度改革推進本部等の各種

本部を指します。「内閣の所轄の下に置かれる機関」とは人事院を指します。 

②  第２号に規定される機関 

内閣府、宮内庁、公正取引委員会、国家公安委員会、特定個人情報保護委員

会、金融庁、消費者庁を指します。 

③  第３号に規定される機関 

    総務省、公害等調整員会、消防庁、法務省、公安審査委員会、公安調査庁、

外務省、財務省、国税庁、文部科学省、文化庁、厚生労働省、中央労働委員会、

農林水産省、林野庁、水産庁、経済産業省、資源エネルギー庁、特許庁、中小

企業庁、国土交通省、運輸安全委員会、観光庁、気象庁、海上保安庁、環境省、

原子力規制委員会、防衛省を指します。 
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④  第４号に規定される機関 

警察庁を指します。 

⑤  第５号に規定される機関 

検察庁を指します。 

⑥  第６号に規定される機関 

会計検査院を指します。 

 

 
Ｑ第３の１－２ 

  「地方公共団体の機関」とは何ですか。一つの地方公共団体の中に複数の

「地方公共団体の機関」がある場合、「地方公共団体の機関」ごとに特定個人

情報保護評価を実施する必要がありますか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられる「地方公共団体の機関」とは、執

行機関（都道府県知事、市町村長、教育委員会、公安委員会等）のほか、執行機関

の附属機関（審査会、審議会等）及び議会も含まれます。 

○ したがって、これらの機関が特定個人情報ファイルを保有しようとする又は保有

するときは、特定個人情報保護評価の実施が義務付けられますが、指針第３の２に

あるとおり、特定個人情報ファイルを取り扱う事務が、一つの地方公共団体内にお

ける複数の機関において行われている場合は、特定個人情報ファイルの取扱いの実

態やリスク対策を把握し、記載事項に責任を負う立場にある機関が特定個人情報保

護評価の実施を取りまとめることも可能です。 

 

 

Ｑ第３の１－３ 

  「独立行政法人等」とは何ですか。 

（Ａ） 

○ 「独立行政法人等」とは、独立行政法人等個人情報保護法第２条第１項に規定する

独立行政法人をいいます（番号法第２条第２項）。 

具体的には、独立行政法人（平成 25年 4月 1日現在 101法人）のほか、独立行政法

人等個人情報保護法別表に掲げる法人（日本私立学校振興・共済事業団、日本年金機

構、国立大学法人、日本銀行等の法人（平成 25 年 4 月 1 日現在 103 法人））をいいま

す。 
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Ｑ第３の１－４ 

 「情報連携を行う事業者（番号法第 19 条第７号に規定する情報照会者及

び情報提供者のうち、上記（１）から（５）までに掲げる者以外のものをい

う。」とは何ですか。 

（Ａ） 

○ 番号法第 19 条第７号に規定する情報照会者及び情報提供者のうち、上記（１）から

（５）までに掲げる者（行政機関の長、地方公共団体の機関、独立行政法人等、地方

独立行政法人、地方公共団体情報システム機構）以外の者とは、全国健康保険協会、

健康保険組合（平成 26年３月現在約 1,400組合）、国民健康保険組合（平成 26年３月

現在約 160組合）、共済組合、社会福祉協議会等、番号法別表第二に掲げられている者

を指します。 
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２ 実施が義務付けられる者が複数いる場合等の特定個人情報保護評価 

上記１に掲げる者が特定個人情報保護評価を実施する際に、特定個人情

報ファイルを保有しようとする者又は保有する者が複数存在する場合は、

特定個人情報ファイルの取扱いの実態やリスク対策を把握し、記載事項に

責任を負う立場にある者が特定個人情報保護評価の実施を取りまとめる。 

また、特定個人情報ファイルを保有しようとする者又は保有する者以外

に特定個人情報ファイルに関与する者が存在する場合は、その者は、特定

個人情報保護評価が適切に実施されるよう協力するものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

（解説） 

  番号法第 27条では、行政機関の長等は、特定個人情報ファイルを保有しようとす

るときは特定個人情報保護評価を実施するものとされており、すなわち、特定個人

情報ファイルの保有者が特定個人情報保護評価を実施することとなります。 

行政機関個人情報保護法にいう「保有」とは、当該個人情報を事実上支配してい

る（当該個人情報の利用、提供、廃棄等の取扱いについて判断する権限を有してい

る）ことをいうものとされています。個人情報保護法上も、「保有個人データ」は、

個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び

第三者への提供の停止を行うことができる権限を有するものをいいます（同法２条

５項）。 

したがって、通常の場合であれば、特定個人情報ファイルを取り扱う事務を所管

する機関が、特定個人情報ファイルの保有者であり、特定個人情報保護評価を実施

することになります。 

 

  一方で、他の機関に権限の委任が行われている場合など、一つの事務において特

定個人情報ファイルの保有者が複数存在する場合があります。 

  このような場合については、個々のケースに応じて検討する必要がありますが、

基本的な考え方としては、特定個人情報ファイルの取扱いの実態やリスク対策を把

握し、当該特定個人情報ファイルの取扱いに関する記載事項に責任を負う立場にあ

る者が特定個人情報保護評価書の作成を取りまとめます。その際、特定個人情報保

護評価を主体的に実施する機関では責任を負えない評価項目については、他の機関

から情報の提供を受けて記載することとなります。 

 また、意見聴取・第三者点検も、特定個人情報ファイルの取扱いの実態やリスク

対策を把握し、記載事項に責任を負う立場にある者が実施しますが、その際、特定

個人情報保護評価書を主体的に作成する機関では責任を負えない事項について質問

や意見があった場合には、他の機関からその回答にあたって当たって必要となる情

報の提供を受けて対応することが考えられます。 
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 この場合、評価書の表紙に記載する「評価実施機関名」には、取りまとめを行う

機関名のみ記載し、他の機関名は「他の評価実施機関」の欄に記載することとなり

ます。 

 

また、特定個人情報ファイルを保有しようとする者又は保有する者以外に、シス

テムやアプリケーションの設計・開発等の調達を実施する者が存在するなど、特定

個人情報ファイルに関わる者が存在する場合があります。 

 このような場合についても、個々のケースに応じて検討する必要がありますが、

基本的には、特定個人情報ファイルの保有者が特定個人情報保護評価を実施し、特

定個人情報ファイルの保有者では変更することのできないシステムやアプリケー

ションの仕様などに関わる部分については、システムやアプリケーションの設計・

開発等を行った者が、特定個人情報保護評価が適切に実施されるよう協力します。  

協力の具体的な内容としては、システムやアプリケーションの仕様などについて、

評価書を作成する際に必要となる情報を特定個人情報ファイルの保有者に提供す

ることが考えられます。さらに、意見聴取や第三者点検においてシステムやアプリ

ケーションの仕様などについて質問や意見があった場合には、その回答についての

情報を特定個人情報ファイルの保有者に提供することが考えられます。 

この場合、基本的には、評価書の表紙に記載する「評価実施機関名」には、特定

個人情報ファイルの保有者の機関名のみ記載し、協力する機関の機関名は記載しな

いこととなります。 

 

 

Ｑ第３の２－１ 

 特定個人情報ファイルを保有しようとする者又は保有する者が複数存在

する場合とは、どのような場合が考えられるのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 行政機関が特定個人情報を取り扱う個人番号利用事務に係る権限を法令に基づ

き他の行政庁に委任している場合や、都道府県が権限を法令に基づき市町村に委

任している場合が考えられます。 

○ なお、上記は法令に基づく権限の委任について当てはまるものであり、請負契

約や準委任契約などの委託によって他の機関に事務の一部を実施させている場合

は、委託元が特定個人情報保護評価を実施し、特定個人情報保護評価書の委託に

関する項目の中に、当該委託について記載をすることとなります。 
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Ｑ第３の２－２ 

 特別地方公共団体については、特定個人情報保護評価の実施主体はどのよ

うになるのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 一部事務組合や広域連合等の特別地方公共団体は、普通地方公共団体の事務を共

同処理するために組織されます。特別地方公共団体と普通地方公共団体のどちらが、

特定個人情報保護評価を実施すべきかについては、原則として、事務の実施権限を

有する特定個人情報ファイルの保有者がどちらであるかによることとなります。 

○ 例えば、後期高齢者医療広域連合が、番号法第９条第１項・別表第一の 59 の項

の事務（高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者医療給付の支給又は保

険料の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの）を実施するために、特定

個人情報ファイルを保有する場合のように、特別地方公共団体が事務を実施する権

限を有する場合は、原則として、特別地方公共団体が、特定個人情報保護評価を実

施することとなります。 
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第４ 特定個人情報保護評価の対象 

１ 基本的な考え方 

特定個人情報保護評価の対象は、番号法、番号法以外の国の法令又は番

号法第９条第２項の規定に基づき地方公共団体が定める条例の規定に基

づき特定個人情報ファイルを取り扱う事務とする。 

 
 
 
 
 
 
（解説） 

特定個人情報ファイルを取り扱う事務には、番号法第９条第１項及び別表第一に

記載されている事務、番号法第９条第２項の規定に基づき地方公共団体が条例で定

める事務、番号法第９条第３項から第５項の規定に基づき特定個人情報ファイルを

取り扱う事務、番号法第 14条第２項等の規定に基づき地方公共団体情報システム機

構が機構保存本人確認情報の提供を行う事務、住民基本台帳法に基づく住民票に関

する事務等があります。 

  

  なお、特定個人情報ファイルを取り扱う事務であっても、指針第３の１に定める

特定個人情報保護評価が義務付けられる者以外の者（例えば、源泉徴収義務のみの

ために特定個人情報ファイルを取り扱う事業者）が行う事務や、指針第４の４（１）

に定める事務については、特定個人情報保護評価の実施が義務付けられません。 
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２ 特定個人情報保護評価の単位 

特定個人情報保護評価は、原則として、法令上の事務ごとに実施するも

のとする。番号法の別表第一に記載される事務については、原則として、

別表第一の各項の事務ごとに実施するものとするが、各項の事務ごとに実

施することが困難な場合は、１つの項に記載される事務を複数の事務に分

割して又は複数の項に記載される事務を１つの事務として、特定個人情報

保護評価の対象とすることができる。別表第一以外の番号法の規定、番号

法以外の国の法令又は地方公共団体が定める条例に記載する事務について

も、評価実施機関の判断で、特定個人情報保護評価の対象となる事務の単

位を定めることができる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（解説） 

  特定個人情報保護評価は、原則として、番号法の別表第一に記載されている事務

ごとに実施するものとしますが、行政機関等のシステムや事務の執行状況等によっ

ては、別表第一の項ごとでは評価書の記載が困難な場合や、別表第一の複数の項を

まとめて記載した方が分かりやすい場合などが考えられます。 

そのため、別表第一の事務を分割又は統合した事務で一つの評価書を作成するこ

とを可能にしています。 

 

 

Ｑ第４の２－１ 

 一つのシステムで多くの事務を実施している場合、事務を統合して特定個

人情報保護評価を実施することは可能ですか。 

（Ａ） 

 ○ 一つのシステムで多くの事務を実施している場合においても、事務をまとめて作 

成した方が分かりやすい場合などは、評価実施機関の判断で、事務を統合して特定

個人情報保護評価を実施することができます。 

また、別表第一以外にも、番号法第９条第２項に基づき地方公共団体が条例で定

める事務などで特定個人情報ファイルを保有する場合も同様です。 
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Ｑ第４の２－２ 

 別表第二に記載されている事務や特定個人情報については特定個人情報

保護評価を実施しなくてもいいのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価は、特定個人情報ファイルを取り扱う事務を対象とします。 

○ 別表第二に記載されている情報提供ネットワークシステムを用いて行う特定個

人情報の照会・提供は、原則として別表第一を根拠として実施する事務において実

施することとなります。つまり、別表第二に記載されている情報の照会・提供をす

る事務は別表第一に規定されており、提供する特定個人情報は、原則として別表第

一を根拠として保有することとなります。 

○ したがって、特定個人情報保護評価は別表第二を評価単位として評価する必要は

なく、別表第一を基本とした単位で評価を実施し、その中で別表第二の情報の入

手・提供について評価することとなります。 

 

 

Ｑ第４の２－３ 

 同一機関内における共通システムの評価の単位は、どのようになります

か。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価は、事務ごとに実施することとされており、同一機関内に

おける共通システムについても、それぞれの事務の一部として特定個人情報保護評

価を実施することとなります。 

○ 共通システムについては、地方公共団体における宛名システムのような既存番号

と個人番号の対照管理システムその他各事務で共通的に利用するシステムが該当

すると考えられます。 
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３ 特定個人情報ファイル 

特定個人情報保護評価の対象となる事務において取り扱う特定個人情報

ファイルとは、個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをいい（番号

法第２条第９項）、個人情報を含む情報の集合物であって、特定個人情報を

検索することができるように体系的に構成したものである。 

特定個人情報ファイルの単位は、特定個人情報ファイルの使用目的に基

づき、評価実施機関が定めることができる。特定個人情報保護評価の対象

となる１つの事務において複数の特定個人情報ファイルを保有することも

できる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（解説） 

【特定個人情報ファイルとは】 

 番号法第２条第８項において、「特定個人情報」とは、個人番号をその内容に含む

個人情報をいうと定められ、同条第９項において、「特定個人情報ファイル」とは、

個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをいうと定められています。 

すなわち、 

（１） 行政機関における「特定個人情報ファイル」とは、行政機関個人情報保護

法第２条第４項に規定する個人情報ファイルであって個人番号をその内容に

含むもの 

（２） 独立行政法人等においては、独立行政法人個人情報保護法第２条第４項に

規定する個人情報ファイルであって個人番号をその内容に含むもの 

（３） 行政機関及び独立行政法人等以外の機関（地方公共団体や民間事業者など）

が保有する「特定個人情報ファイル」とは、個人情報保護法第２条第２項に

規定する個人情報データベース等であって個人番号をその内容に含むもの 

をいいます。 

このように、特定個人情報ファイルとは、個人番号をその内容に含む個人情報ファ

イル又は個人情報データベース等をいいますが、個人情報ファイル又は個人情報デー

タベース等の定義は、番号法独自の定義ではなく、一般法の定義と同じです。 

 

 

【個人情報ファイル・個人情報データベース等について】 

上述したとおり、特定個人情報ファイルとは、個人番号をその内容に含む個人情報

ファイル又は個人情報データベース等をいいますが、個人情報ファイル又は個人情報

データベース等には、①電子計算機用ファイルと②手作業処理用ファイルの２種類が

あります。 

行政機関、独立行政法人等、そして行政機関及び独立行政法人等以外の機関（地方
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公共団体や民間事業者など）について、それぞれ次の①が電子計算機用ファイルにあ

たり当たり、②が手作業処理用ファイルにあたり当たります。 

（１） 行政機関における「個人情報ファイル」とは、行政機関個人情報保護法第

２条第４項において、保有個人情報を含む情報の集合物であって、 

① 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を

用いて検索することができるように体系的に構成したもの 

② 一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、その他の記述等によ

り特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成

したもの 

をいうとされています。 

（２） 独立行政法人等における「個人情報ファイル」とは、独立行政法人個人情

報保護法第２条第４項において、保有個人情報を含む情報の集合物であって、 

① 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を

用いて検索することができるように体系的に構成したもの 

② 一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、その他の記述等によ

り特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成

したもの 

をいうとされています。 

（３） 行政機関及び独立行政法人等以外の機関（地方公共団体や民間事業者など）

における「個人情報データベース等」とは、個人情報保護法第２条第２項に

おいて、個人情報を含む情報の集合物であって、 

① 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系

的に構成したもの 

② 特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成した

もの 

をいうとされています。 

 

①電子計算機用ファイルは、ITシステムで保有されるファイル（例えば、データベ

ースなどをいい、指針上「システム用ファイル」と定義されています。）の他、パソ

コン等で使用されるデータベースソフト用ファイルや特定個人情報が表形式等に整

理された表計算ソフト用ファイル（指針上「その他電子ファイル」と定義されていま

す。）などを指します。 

ただし、電子ファイルであれば全てこれに該当するものではなく、表計算ソフトや

ワープロソフトで決裁書を起案し、このような決裁書中に個人番号が含まれている場

合などのように、文字列検索を行わなければ特定個人情報を検索できないものについ

ては、これに該当しないと解されます。 
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また、①電子計算機用ファイルであっても、後述第４の４（１）の通りとおり、特

定個人情報ファイルを取り扱う事務において保有する全ての特定個人情報ファイル

に記録される本人の数の総数（対象人数）が1,000人未満の事務は情報保護評価の義

務付け対象外となります。 

 

②手作業処理用ファイルは、「索引・目次などが付された紙ファイル」などが該当

すると解されます。 

ただし、後述第４の４（１）の通りとおり、②手作業処理用ファイルのみを取り扱

う事務は特定個人情報保護評価の義務付け対象外となります。 

 

 

【特定個人情報ファイルの単位について】 

特定個人情報ファイルの単位は、評価実施機関の合理的裁量に委ねられており、複

数のシステムをまとめて一つの特定個人情報ファイルとすることも可能ですし、一つ

のシステムの中に複数の特定個人情報ファイルを保有することも可能です。この考え

方は、個人情報ファイルの考え方と同じものです。 

ただし、特定個人情報ファイルの単位を検討するに当たっては、使用目的を明確に

できる単位であるとともに、システムの体系がわかる適切な大きさの単位とすること

が必要です。 

なお、特定個人情報ファイルの単位は、データベースの設計通りどおりにする必要

はありません。つまり、必ずしもテーブルごとに特定個人情報ファイルを分ける必要

はなく、複数のテーブルを合わせて一つの特定個人情報ファイルとしたり、複数のテ

ーブルを組み合わせたうちの一部の情報のみを一つの特定個人情報ファイルとした

りすることができます。もちろん、テーブルを一つの特定個人情報ファイルとするこ

とも可能です。 

 

【個人番号を「その内容に含む」とは①】 

 特定個人情報ファイルとは、個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをいい、

個人情報を含む情報の集合物であって、特定個人情報を検索することができるように

体系的に構成したものを指します。番号法は、個人番号を悪用して不正な名寄せが行

われることがないよう厳格な保護措置を規定する法律であり、特定個人情報ファイル

について検討するにあたって当たっても、この点を十分考慮しなくてはなりません。 

 具体的には、電子ファイルの場合、【図１】にように異なるテーブル（表）の一方

に個人番号が記録されていたとしても、個人番号にアクセスできる者が、テーブル結

合によって個人番号から別のテーブルの情報にたどり着くことが可能となります。 
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【図１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

個人番号 既存番号 氏名  既存番号 所得額 

１２３ ９９９ 難波舞  ９９９ １５０ 

２３４ ８８８ 番号太郎  ８８８ ３００ 

３４５ ７７７ 内閣番子  １１１ ５００ 

 

 その他のテーブル  

  

 

 その他のテーブル  

 

 

  ※テーブル（表）とは、データベースを構成する要素であり、データベースは複数のテーブル（表）

から構成されるのが一般的です。 

※テーブル結合によって、異なるテーブルに格納されているデータを組み合わせることができます。 

 

  

システムＡ 

    
 

注：黄色のテーブルのみに個人番号が存在する場合 

 

 データベース テーブル 

個人番号にアクセスできる者が個人番号と紐づけてアクセスできる範囲が紺の範囲 

⇒紺の範囲が特定個人情報ファイル 

データベース 

テーブル 

テーブル 

テーブル 

テーブル 

テーブル結合 

対照テーブル 
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また、【図２】のように異なるデータベースの一方に個人番号が記録されていたとし

ても、システムの内部処理で連携していれば個人番号にアクセスできる者が個人番号か

ら別のデータベースの情報にたどり着くことができます。この場合、別のデータベース

の情報を含め、個人番号と紐づけてアクセスできる範囲が特定個人情報ファイルとなり

ます。 

つまり、個人番号をその内容に含む個人情報ファイルとは、単に個人番号が含まれて

いるテーブルのみを意味するのではなく、個人番号にアクセスできる者が、個人番号と

紐づけてアクセスできる情報を意味し、これが特定個人情報ファイルということとなり

ます。 

 

 

【図２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

システムＢ 

      

個人番号にアクセスできる者が個人番号と紐づけてアクセスできる範囲がグリーンの範囲 

⇒グリーンの範囲が特定個人情報ファイル 

 

個人番号 

業務情報① 

業務情報② 

業務情報③ 

業務情報⑤ 

業務情報④ 

① ② ③ ④ ⑤ 個 ⑥ 
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ただし、【図３】のように、アクセス制御等により、不正アクセス等を行わない限

り、個人番号を含むテーブルにアクセスできない場合は、原則、特定個人情報ファイ

ルには該当しません。 

 

【図３】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

  

水色のテーブルにアクセスできる者は、アクセス制御により個人番号にアクセスできない 

⇒水色の範囲は特定個人情報ファイルではない 

システムＣ 

      

アクセス制御 

① ② 個 ③ ④ ⑤ ⑥ 

 

業務情報① 

業務情報② 
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  また、【図４】のように、複数のデータベースがシステムの内部処理で連携して

おり、個人番号と紐づけてアクセスできる範囲がオレンジの実線及び破線の範囲

であった場合でも、アクセス制御等により、個人番号にアクセスできる者が個人

番号と紐づけてアクセスできる範囲を実線の範囲に縮減した場合には、実線の範

囲が特定個人情報ファイルとなります。 

ただし、破線部分については、特定個人情報ファイルの保有者は各課ではなく機関

であるため、ある事務では、アクセス制御等により、破線部分を個人番号と紐づけて

アクセスできないようにしていても、機関内の他の事務においては、破線部分を個人

番号と紐づけていた場合は、当該他の事務については、破線部分も特定個人情報ファ

イルに該当することとなります。 

 

【図４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

システムＤ 

      

個人番号にアクセスできる者が個人番号と紐づけてアクセスできる範囲が、アクセス制御によりオレ

ンジ実線の範囲に縮減されている。 

⇒オレンジ実線の範囲が特定個人情報ファイル 

 

アクセス制御 

① ② ③ 個 ④ ⑤ ⑥ 

 

個人番号 

業務情報① 

業務情報② 

業務情報③ 
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上記を踏まえると、地方公共団体のように複数の事務が存在し、それぞれの事務

について評価を実施する場合、特定個人情報ファイルのイメージは【図５】のとお

りとなり、事務ごとに特定個人情報ファイルの範囲が異なる可能性があります。 

  

【図５】 

・A事務については、特定個人情報ファイルはグリーンの範囲になり、これについ

て特定個人情報保護評価を実施する必要があります。 

 ・B事務については、特定個人情報ファイルが存在しないので、特定個人情報保護

評価を実施する必要はありません。 

 ・C事務については、特定個人情報ファイルはオレンジの実線の範囲になり、これ

について特定個人情報保護評価を実施する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

個人番号にアクセスできる

者が個人番号と紐づけてア

クセスできる範囲はグリー

ンの範囲のみ 

A事務にとっては、グリー

ンの範囲が特定個人情報 

ファイルに該当する 

水色のテーブルにアク

セスできる者は、アク

セス制御により個人番

号にアクセスできない 

B事務にとっては、ブル

ーの範囲は特定個人情

報ファイルではない 

個人番号にアクセスできる者が、

個人番号と紐づけてアクセスで

きる範囲がアクセス制御により、

オレンジの実線の範囲に縮減さ

れている 

C事務にとっては、オレンジ実線

の範囲が特定個人情報ファイル

に該当する 

注：黄色のテーブルのみに 

個人番号が存在する場合 

データベース 

テーブル 

機関Ａ 

A事務 

機関Ａ 

B事務 
機関Ａ 

C事務 
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【個人番号を「その内容に含む」とは②】 

一方、【図６】のように個人番号が画面上表示されず、事務を行う権限を有するい

ずれの者も個人番号を画面や帳票などで見ることができない場合であっても、シス

テム上で個人番号にアクセスし、システムの内部で検索キーとして個人番号を利用

する場合など、システムの内部処理で連携する場合が存在します。 

これについても、個人番号と紐づけてアクセスできることに変わりはないという

ことになりますので、そのアクセスできる範囲は、特定個人情報ファイルに該当す

ることとなります（例えば、システム上では画面や帳票などに既存番号を入出力す

るものの、当該システム内部では既存番号から個人番号を検索し、個人番号を利用

している場合など）。 

 ただし、この場合もアクセス制御等により、個人番号と紐づかないようにしてい

るものは、特定個人情報ファイルには該当しません。 

 

 

【図６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既存番号と個人番号の対照テーブルを保有する場合の特定個人情報ファイル】 

 さらに、評価実施機関では、番号法に対応するために、既存システムで検索キーと

して用いられている既存番号と個人番号の対照テーブルを保有することで、番号法対

応を行うことも考えられます。 

個人番号にアクセスできる者が、個人番号と紐づけてアクセスできる情報は、特定

システム E 

      

事務を行う者は個人番号にアクセスできないが、システムの内部で個人番号が検索キーとして利用され、

個人番号により紐づけてアクセスできる範囲が濃い緑の範囲 

 

 

業務情報① 

業務情報② 

業務情報⑤ 

業務情報⑥ 

① ② ③ ④ ⑤ 個 ⑥ 個 
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個人情報ファイルに該当することとなります。したがって、対照テーブル以外のテー

ブルであっても、職員等が個人番号と紐づけてアクセスできる範囲は、特定個人情報

ファイルに該当することとなります。 

 

例えば、【図７】に示されるとおり、地方公共団体における宛名管理システムのよ

うに、既存番号（ここでは宛名番号）と個人番号の対象テーブルを保有する場合、事

務Ａのように個人番号を参照できる場合は、事務システムＡで直接個人番号を保有し

ていなくても、特定個人情報ファイルに該当することとなります。 

なお、当然、事務Ｂのように宛名管理システムから個人番号を随時コピーする場合

についても、宛名管理システムで紐づく情報を含めた範囲が、事務Ｂの特定個人情報

ファイルとなります。 

 

【図７】 

 

 

 
 

 

 

【図７】 

 

 

既存番号と個人番号の対照テーブル 

既存番号と個人番号の対照テーブル 
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Ｑ第４の３－１ 

 特定個人情報と特定個人情報ファイルの差異とはどのようなものでしょう

か。 

（Ａ） 

○ 「個人番号をその内容に含む」の考え方は、解説のとおりとなります。 

特定個人情報と特定個人情報ファイルの違いについては、番号法第２条第８項

において、特定個人情報とは個人番号をその内容に含む個人情報をいうと定められ、

第９項において特定個人情報ファイルとは個人番号をその内容に含む個人情報フ

ァイルをいうと定められています。したがって、特定個人情報と特定個人情報ファ

イルの差異は、個人情報と個人情報ファイル・個人情報データベース等の差異とな

ります。 

個人情報と個人情報ファイル・個人情報データベース等の差異は、一般法の定

義と同じとなりますが、個人情報ファイル又は個人情報データベース等とは、前記

のとおり、特定の（保有）個人情報を（容易に）検索できるように体系的に構成し

た情報の集合物をいい、検索性を有すること、体系的構成物であること、情報の集

合物であることが個人情報ファイル又は個人情報データベース等と個人情報との

差異であるといえます。 

 

 

Ｑ第４の３－２ 

 個人番号を含まないものは、特定個人情報に該当しないのでしょうか。 
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（Ａ） 

○ 個人番号を含まないものの、個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いら

れる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のものを含む個人情報も、

特定個人情報に該当することとなります（番号法第２条第８項）。例えば、情報提

供ネットワークシステムを使用した情報提供の求め又は情報提供の際に用いられ

る符号や個人番号について、を部分的に修正したもので、個人番号と一対一で対応

するものなどは末尾に１をつけて桁数を増やして使う場合などは、特定個人情報に

該当することとなります。 

 

 

Ｑ第４の３－３ 

 地方公共団体の個人情報保護条例等において特定個人情報ファイルにつ

いての定義が設けられていない場合は、特定個人情報保護評価が義務付けら

れないのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 番号法第２条第９項において、「「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその

内容に含む個人情報ファイルをいう」とされており、番号法第２条第４項において

は、「「個人情報ファイル」とは、行政機関個人情報保護法第二条第四項に規定する

個人情報ファイルであって行政機関が保有するもの、独立行政法人等個人情報保護

法第二条第四項に規定する個人情報ファイルであって独立行政法人等が保有する

もの又は個人情報保護法第二条第二項に規定する個人情報データベース等であっ

て行政機関及び独立行政法人等以外の者が保有するものをいう」とされています。 

  したがって、各自治体の個人情報保護条例において「特定個人情報ファイル」

についての定義が設けられていない場合であっても、番号法及び個人情報保護法

に基づき、地方公共団体及び地方独立行政法人に対し、「特定個人情報ファイル」

について特定個人情報保護評価が義務付けられることとなります。 

 

 

Ｑ第４の３－４ 

 ワープロソフトウェア等を用いて作成されたファイルは、特定個人情報フ

ァイルに含まれますか。 

（Ａ） 

○ ワープロソフトウェア等を用いて作成されたものであっても、特定個人情報が表

形式に整理されたものなどは、特定個人情報ファイルに該当する可能性があります。

ただし、特定の個人情報を容易に検索できるように索引や目次などを付していない
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場合や、文字列検索を行わなければ特定個人情報を検索できるようになっていない

ものについては、原則として特定個人情報ファイルに該当しません。 

 

 

Ｑ第４の３－５ 

 個人番号の記載された申請書を添付した決裁文書が格納された文書管理

システムも特定個人情報保護評価の対象となりますか。 

（Ａ） 

○ 決裁や文書保管を行うために文書管理システムで個人番号を保有する場合は、通

常の場合であれば、特定個人情報ファイルに該当せず、特定個人情報保護評価の対

象とはならないと考えられます。 

○ なぜなら PDF ファイルなどで個人番号を含む申請書などを保管している場合は、

文字列検索などで個人番号をたまたま検索することはできても、特定個人情報を検

索できるような性質を有していないと考えられるためです。 

○ 一方で、表計算ソフトなどで個人番号を含む申請書などを保管している場合に、

多数の個人番号が表形式に整理されていたり、フィルタ機能で個人番号をソートで

きたりすれば、特定個人情報を検索できるような性質を有していると考えられ、特

定個人情報ファイルに該当することになり、特定個人情報保護評価の対象となりま

す。 
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（Ａ） 

○ 特定個人情報ファイルの単位は、データベースやテーブルの単位と合致する必

要はありません。利用目的に基づき各機関の合理的裁量でファイルを分けること

ができます。 

 

 

Ｑ第４の３－７ 

 特定個人情報保護評価の対象としての特定個人情報ファイルを住所別に

分ける、あるいは年齢別に分ける、といった取扱いをすることはできますか。 

（Ａ） 

○ 何らかの要素でファイルを峻別することが、利用目的による分別でない場合は、

単なる属性による分類であり、それらを別ファイル扱いとすることはできません。 

 

 

  

Ｑ第４の３－６ 

 特定個人情報ファイルと個人情報ファイルは、それぞれ独立したデータベ

ースでなければならないのですか。特定個人情報ファイルと個人情報ファイ

ルを一つのデータベースの別テーブルとして管理し、アクセス制御を行うと

いう方法は認められますか。 
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４ 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない事務 

（１）実施が義務付けられない事務 

特定個人情報ファイルを取り扱う事務のうち、次に掲げる事務（規則

第４条第１号から第７号までに掲げる特定個人情報ファイルのみを取

り扱う事務）は特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない。次に

掲げる事務であっても、特定個人情報保護評価の枠組みを用い、任意で

評価を実施することを妨げるものではない。 

ア 職員又は職員であった者の人事、給与、福利厚生に関する事項を記

録した特定個人情報ファイルのみを取り扱う事務（規則第４条第１

号） 

イ 手作業処理用ファイルのみを取り扱う事務（規則第４条第２号） 

ウ 特定個人情報ファイルを取り扱う事務において保有する全ての特

定個人情報ファイルに記録される本人の数の総数（以下「対象人数」

という。）が 1,000人未満の事務（規則第４条第３号） 

エ １つの事業所の事業主が単独で設立した健康保険組合又は密接な

関係を有する２以上の事業所の事業主が共同若しくは連合して設立

した健康保険組合が保有する被保険者若しくは被保険者であった者

又はその被扶養者の医療保険に関する事項を記録した特定個人情報

ファイルのみを取り扱う事務（規則第４条第４号及び第５号） 

オ 公務員若しくは公務員であった者又はその被扶養者の共済に関す

る事項を記録した特定個人情報ファイルのみを取り扱う事務（規則第

４条第５号） 

カ 情報連携を行う事業者が情報連携の対象とならない特定個人情報

を記録した特定個人情報ファイルのみを取り扱う事務（規則第４条第

６号） 

キ 会計検査院が検査上の必要により保有する特定個人情報ファイル

のみを取り扱う事務（規則第４条第７号） 

また、特定個人情報保護評価の対象となる事務において複数の特定個

人情報ファイルを取り扱う場合で、その一部が上記（ウを除く。）に定

める特定個人情報ファイルである場合は、その特定個人情報ファイルに

関する事項を特定個人情報保護評価書に記載しないことができる。 

（２）特定個人情報保護評価以外の番号法の規定の適用 

上記（１）に定める特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない

事務であっても、特定個人情報保護評価以外の番号法の規定が適用さ

れ、当該事務を実施する者は、番号法に基づき必要な措置を講ずること

が求められる。 
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（解説） 

特定個人情報保護評価は、①事前対応による個人のプライバシー等の権利利益の侵

害の未然防止、②国民・住民の信頼の確保を目的とするものであり、特定個人情報

ファイルを取り扱う事務については、任意での実施も含めて、特定個人情報保護評

価を全て実施することも可能です。 

ただし、上記の目的を踏まえ、特定個人情報保護評価の実施を義務付ける必要まで

は考えられない事務（指針第４の４（１）ア～カに掲げる事務）については、特定

個人情報保護評価の義務付け対象外としています。また、会計検査院は、内閣から

独立した立場で会計検査を実施する機関であることから、委員会の承認を得なけれ

ばならないとするのは適当でないため、特定個人情報保護評価の義務付け対象外と

しています。 

  なお、特定個人情報保護評価が積極的な事前対応を行うものであることに照らせ

ば、特定個人情報ファイルが電子計算機用ファイルか手作業処理用ファイルか定まっ

ていない段階や、特定個人情報ファイルの内容が具体的に定まっていない制度・施策

の段階においても、個人のプライバシー等の権利利益に対して与える影響を事前の予

測・評価し、このような影響を軽減する措置を講ずることが有益な場合もあると考え

られます。 

 

 

Ｑ第４の４（１）－１ 

 職員又は職員であった者の人事、給与、福利厚生に関する事項を記録した

特定個人情報ファイルのみを取り扱う事務が特定個人情報保護評価の義務

付け対象外となるのは、どのような理由なのでしょうか。 

（Ａ） 

○ これらの事項は、使用者としての各機関と、被用者としての職員との関係に基づ

く内部的な情報であり、また、その存在や利用方法も当事者たる職員にはよく知ら

れており、国民の信頼を確保するという特定個人情報保護評価の目的が直接は当て

はまらないと考えられます。 

○ また、これらのファイルには、職員の被扶養者又は遺族の福利厚生等に関する情

報も含まれることとなりますが、各機関がこれらの者に関する事務を行うことも使

用者と被用者との内部的関係に基づくものであり、また、その存在等も当事者であ

る被扶養者又は遺族にも知られていると考えられます。 

○ これらの特定個人情報ファイルにも番号法のその他の規制は及ぶことに加え、仮

にこれらの特定個人情報ファイルの取扱いについて問題があれば、各機関と職員と

の交渉で改善を促す方が効果的かつ妥当であり、国民や住民等からの意見聴取や評

価書の公表を行う特定個人情報保護評価の対象とする必要性が乏しいと考えられ
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るため、特定個人情報保護評価の義務付け対象外としています。 

○ なお、行政機関個人情報保護法でも、職員若しくは職員であった者又はそれら

の者の被扶養者若しくは遺族等に係る個人情報ファイルであって、人事、給与若

しくは福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するものについては、

個人情報ファイルの事前通知及び個人情報ファイル簿の作成・公表義務の例外と

されています（同法第 10 条第２項第３号及び第 10 号、行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律施行令第６条第１号ロ並びに同法第 11条第２項第１号）。 

 

 

Ｑ第４の４（１）－２ 

 手作業処理用ファイルのみを取り扱う事務が特定個人情報保護評価の義

務付け対象外となるのは、どのような理由なのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 手作業処理用ファイルとは、行政機関個人情報保護法第２条第４項第２号等に規

定する個人情報ファイル・個人情報データベース等をいい、電子計算機を用いて特

定個人情報を検索できるものではないものの、索引・目次等により容易に特定の特

定個人情報を検索することができるものをいいます。具体的には、申請者の氏名を

あいうえお順にして保管されている申請書台帳などをいいます。手作業用ファイル

は、大量処理・高速処理・結合の容易性・検索の容易性等の特性を有しておらず、

個人のプライバシー等の権利利益に与える影響も電子計算機用ファイルに比して

小さいと考えられますので、特定個人情報保護評価の義務付け対象外としています。 

○ なお、行政機関個人情報保護法においても、手作業処理に係る個人情報ファイル

は、総務大臣への事前通知の義務が適用されていません（行政機関個人情報保護法

第 10 条第２項第 11号）。 

 

 

Ｑ第４の４（１）－３ 

 対象人数が 1,000 人未満の事務が特定個人情報保護評価の義務付け対象

外となるのは、どのような理由なのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報ファイルを取り扱う事務の対象人数が 1,000 人未満の場合、大量

処理・高速処理・結合の容易性・検索の容易性等の点で、義務付け対象の事務と比

べ、個人のプライバシー等への権利利益に与える影響が小さいと考えられますので、

特定個人情報保護評価の義務付け対象外としています。 

○ なお、行政機関個人情報保護法においても、本人の数が 1,000人未満の個人情報

ファイルは、総務大臣への事前通知の義務が適用されていません（行政機関個人情
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報保護法第 10条第２項第９号）。 

 

 

Ｑ第４の４（１）－４ 

 複数の特定個人情報ファイルを取り扱う事務において、個々の特定個人情

報ファイルの本人の数が 1,000人未満である場合も、特定個人情報保護評価

の実施が義務付けられるのでしょうか。また、その中に、手作業処理用の特

定個人情報ファイルや職員の福利厚生に関する事項を記録した特定個人情

報ファイルが含まれる場合、対象人数はどのように考えればよいのでしょう

か。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報ファイルＡ（本人の数 600 人）と特定個人情報ファイルＢ（本人の

数 700人）を取り扱う事務を例にとります。 

【当該事務において取り扱うファイルに、第４の４（１）ア、イ、エ、オ、カ又は

キに規定する特定個人情報ファイルが含まれない場合】 

○ 個々の特定個人情報ファイルの本人の数が 1,000人未満であっても、特定個人情

報ファイルを取り扱う事務の対象人数が 1,000人以上である場合は、特定個人情報

保護評価の実施が義務付けられます。 

○ Ａの本人とＢの本人が重複しない場合、Ａ及びＢを取り扱う事務の対象人数は

1,300 人となり、特定個人情報保護評価の実施が義務付けられます。 
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○ Ａの本人とＢの本人が全部又は一部重複しており、Ａ及びＢを取り扱う事務の対

象人数が 1,000人未満となる場合は、特定個人情報保護評価の義務付け対象外とな

ります。 

 

 

【当該事務において取り扱うファイルに、第４の４（１）ア、イ、エ、オ、カ又は

キに規定する特定個人情報ファイルが含まれる場合】 

○ Ａ又はＢのいずれかが第４の４（１）ア、イ、エ、オ、カ又はキに規定する特定

個人情報ファイルである場合、それらの特定個人情報ファイルの本人の数はカウン

トしません。したがって、Ａ及びＢを取り扱う事務の対象人数は 1,000人未満とな

り、特定個人情報保護評価の義務付け対象外となります。 
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Ｑ第４の４（１）－５ 

 「１つの事業所の事業主が単独で設立した健康保険組合又は密接な関係を

有する２以上の事業所の事業主が共同若しくは連合して設立した健康保険

組合が保有する被保険者若しくは被保険者であった者又はその被扶養者の

医療保険に関する事項を記録した特定個人情報ファイルのみを取り扱う事

務」とは何ですか。また特定個人情報保護評価の義務付け対象外となるのは、

どのような理由なのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 具体的には、単一組合が保有する被保険者若しくは被保険者であった者又はその

被扶養者の医療保険に関する事項を記録した特定個人情報ファイルがこれに該当

します。 

○ 単一組合には、一事業所の事業主が単独で設立した健康保険組合のほか、密接な

関係を有する二以上の事業所の事業主が共同又は連合して設立した健康保険組合

（※）が含まれます。 

○ 総合組合（※）や、全国健康保険協会（協会けんぽ）、国民健康保険組合、国民

健康保険を行う市町村、後期高齢者医療広域連合、日本私立学校振興・共済事業団

が保有する医療保険事務に関する特定個人情報ファイルは、これに該当せず、特定

個人情報保護評価の実施が義務付けられることとなります。 

（※）「健康保険組合設立認可基準について」（昭和 60 年４月 30 日保発第 44 号、

最終改正平成 20年３月６日保発第 0306004号）参照。 

○ 健康保険組合と被保険者は、使用者と被用者の関係に立つものではありませんが、

単一組合の場合、健康保険組合自体は使用者である企業自体とは別法人ではあるも

のの、使用者（事業主）が設立する法人であり、かつ健康保険組合と使用者は１対

１で対応しているため、実態として健康保険組合と使用者である企業自体を同視す

ることができます。 

○ 仮に、これらの特定個人情報ファイルの取扱いについて問題があっても、企業本

体や健康保険組合と職員との交渉で改善を促す方が効果的であり妥当であるため、

アの「職員又は職員であった者の人事、給与、福利厚生に関する事項」に準じた内

部関係として考えられますので、特定個人情報保護評価の義務付け対象外としてい

ます。 
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Ｑ第４の４（１）－６ 

 公務員又は公務員であった者の共済に関する事項を記録した特定個人情

報ファイルのみを取り扱う事務が特定個人情報保護評価の義務付け対象外

となるのは、どのような理由なのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 具体的には、国家公務員共済組合連合会、国家公務員共済組合（※１）、地方公

務員共済組合連合会、地方公務員共済組合（※２）、全国市町村共済組合連合会、

存続共済会（※３）、存続組合及び指定基金（※４）、地方公務員災害補償基金が保

有する共済に関する特定個人情報ファイルがこれに該当します。 

○ 特定個人情報保護評価は、番号制度導入により、国家による個人情報の一元的な

管理が行われるのではないかとの懸念などに対応する観点から導入される制度で

あることから、公務員又は公務員であった者（※５）を対象とするこれらのファイ

ルを取り扱う事務については、特定個人情報保護評価の義務付け対象外としていま

す。 
 
（※１） 国家公務員共済組合とは、衆議院共済組合、参議院共済組合、内閣共済組合、

総務省共済組合、法務省共済組合、外務省共済組合、財務省共済組合、文部科

学省共済組合、厚生労働省共済組合、農林水産省共済組合、経済産業省共済組

合、国土交通省共済組合、防衛省共済組合、裁判所共済組合、会計検査院共済

組合、刑務共済組合、厚生労働省第二共済組合、林野庁共済組合、日本郵政共

済組合、国家公務員共済組合連合会職員共済組合をいいます。 

（※２）地方公務員共済組合とは、市町村職員共済組合、都市職員共済組合、指定都

市職員共済組合、指定都市職員共済組合、東京都職員共済組合、地方職員共済

組合、警察共済組合、公立学校共済組合をいいます。 

（※３）存続共済会とは、都道府県議会議員共済会、市議会議員共済会、町村議会議

員共済会をいいます。 

（※４）存続組合及び指定基金とは、日本鉄道共済組合、日本たばこ産業共済組合、

NTT企業年金基金をいいます。 

（※５）国家公務員共済組合連合会等上記に記載した共済組合等は、公務員若しくは

公務員であった者又はその被扶養者の特定個人情報ファイルのみでなく、当該

共済組合等の職員若しくは職員であった者又はその被扶養者の特定個人情報フ

ァイルも保有しますが、共済組合等の職員又は職員であった者の特定個人情報

ファイルを取り扱う事務も、指針第４の４（１）エの場合と同様であることか

ら、特定個人情報保護評価の義務付け対象外としています。したがって、これ

らの共済組合等が保有する、当該共済組合等の組合員若しくは組合員であった

者又はその被扶養者の共済に関する事項を記録する特定個人情報ファイルは、

全体として特定個人情報保護評価の義務付け対象外となります。 
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Ｑ第４の４（１）－７ 

 情報連携を行う事業者が実施する事務のうち、情報連携を行わない事務が

特定個人情報保護評価の義務付け対象外となるのは、どのような理由なので

しょうか。 

（Ａ） 

○ 情報連携を行う事業者は、事業のために個人番号を取り扱う者であり、番号制度

への関与の程度が深く、その特定個人情報ファイルの保有が個人に対して与える影

響も大きいと考えられることから、特定個人情報保護評価の実施が義務付けられて

います。 

○ しかしながら、情報連携を行う事業者が実施する事務のうち、情報連携を行わな

い事務については、主に源泉徴収義務等のために個人番号を取り扱うことが予定さ

れ、事業目的で個人番号を利用するものではないと考えられるため、このような事

務は特定個人情報保護評価の義務付け対象外としています。 

 

 

Ｑ第４の４（１）－８ 

 会計検査院が検査上の必要により保有する特定個人情報ファイルのみを

取り扱う事務が特定個人情報保護評価の義務付け対象外となるのは、どのよ

うな理由なのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 会計検査院は、内閣から独立した立場で会計検査を実施する機関であることから、

委員会の承認を得なければならないとするのは適当でないため、特定個人情報保護

評価の義務付け対象外としています。 

○ なお、行政機関個人情報保護法においても、会計検査院の保有する特定個人情報

ファイルは、総務大臣への事前通知の義務が適用されていません（行政機関個人情

報保護法第 10条）。 

 

 

Ｑ第４の４（１）－９ 

 特定個人情報保護評価の対象外であれば、特定個人情報ファイルに対する

特段の措置は不要となるのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価の対象外となるものであっても、当然、番号法のその他の

規制（提供制限、安全管理措置、ファイルの作成制限、開示等、収集・保管の制限

等）が及ぶものであり、適切な管理のために必要な措置を講じなければなりません。 
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第５ 特定個人情報保護評価の実施手続 

１ 特定個人情報保護評価計画管理書 

（１）特定個人情報保護評価計画管理書の作成 
評価実施機関は、最初の特定個人情報保護評価を実施する前に、特定

個人情報保護評価計画管理書（様式１参照）を作成するものとする。 

規則第３条に規定する特定個人情報保護評価計画管理書は、特定個人

情報保護評価を計画的に実施し、また、特定個人情報保護評価の実施状

況を適切に管理するために作成するものである。評価実施機関で実施す

る特定個人情報保護評価に関する全ての事務及びシステムについて記載

するものとし、評価実施機関単位で作成するものとする。 

特定個人情報保護評価計画管理書の記載事項に変更が生じたときは、

特定個人情報保護評価計画管理書を速やかに更新するものとする。 

（２）特定個人情報保護評価計画管理書の提出 

評価実施機関は、規則第３条の規定に基づき、最初の特定個人情報保

護評価書の委員会への提出の際に、特定個人情報保護評価計画管理書を

併せて提出するものとする。その後、評価実施機関が特定個人情報保護

評価書を委員会へ提出する際は、その都度、特定個人情報保護評価計画

管理書を更新し、併せて提出するものとする。 

特定個人情報保護評価計画管理書の公表は、不要とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

評価実施機関は、機関として（※１）最初に実施する特定個人情報保護評価に先立

ち、特定個人情報保護評価計画管理書を作成します。機関として初めて特定個人情報

保護評価書（基礎項目評価書、重点項目評価書又は全項目評価書）を委員会に提出す

る際又はその前に、特定個人情報保護評価計画管理書も併せて提出することとなりま

す。 

特定個人情報保護評価計画管理書は、評価実施機関が実施する特定個人情報保護評価

の全体像を示す資料ですので、評価実施機関が実施する特定個人保護評価の対象とな

る事務及びそれらの事務で使用するシステム全てについて概要を記載します。特定個

人情報保護評価計画管理書は機関で一通作成することになります。評価実施機関は、

特定個人情報保護評価計画管理書の記載事項に変更があればその都度更新し、特定個

人情報保護評価書を委員会に提出する際は、最新状況を反映させて更新した特定個人

情報保護評価計画管理書を併せて提出することとなります。 

（※１） 特定個人情報保護評価は事務ごとに実施するものですが、特定個人情報保護評

価計画管理書は、評価実施機関が実施する特定個人情報保護評価の概要を示す資料

ですので、当該事務で最初に実施する特定個人情報評価ではなく当該評価実施機関

が最初に実施する特定個人情報評価に先立って、作成する必要があります。 
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Ｑ第５の１－１ 

特定個人情報保護評価計画管理書を作成する目的は何ですか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価計画管理書を作成する目的は、評価実施機関が実施する特

定個人情報保護評価の対象となる事務とそれらの事務で使用するシステムを中心

に、評価実施機関における特定個人情報ファイルの取扱いの全体像を把握し、特定

個人情報保護評価の実施について、計画と管理を適切に行うことです。 

○ まず、特定個人情報保護評価を実施する「事務の単位」を検討するために、特定

個人情報保護評価計画書を活用することが考えられます。多くの評価実施機関は、

数多くの事務で特定個人情報ファイルを取り扱っていると想定されます。また、そ

れらの事務に用いるために評価実施機関で運用しているシステムも複数存在し、し

かも事務とシステムとが１対１で対応してないことも想定されます。特定個人情報

保護評価は、法令上の事務ごとに実施することが原則ですが、使用しているシステ

ムとの関係等から、法令上の１つの事務を分割してあるいは複数の事務を統合して

実施することが適当な場合もあります。特定個人情報保護評価計画管理書を作成・

更新する中で、特定個人情報ファイルを取り扱う事務とシステムの全体像を把握し、

特定個人情報保護評価を実施する事務の単位について適切に判断することが期待

されます。 

○ また、特定個人情報保護評価計画管理書は、特定個人情報保護評価を実施すべき

時期を把握するためにも活用できます。特定個人情報保護評価は特定個人情報ファ

イルを保有する前、重要な変更を加える前に実施しなければなりません。また、公

表した特定個人情報保護評価書を少なくとも１年に１回は見直し、公表してから５

年を経過する前に再実施するよう努めることが求められています。特定個人情報保

護評価の対象となる事務の一覧を、特定個人情報保護評価を直近に実施した日と併

せて管理していくことで、特定個人情報保護評価の進行管理を行うことが期待され

ます。 

 

 

Ｑ第５の１－２ 

 特定個人情報保護評価の対象となる事務がなくても、特定個人情報保護評

価計画管理書を作成する必要がありますか。 

（Ａ） 

○ 作成しなければならないものではありません。 

しかしながら、特定個人情報ファイルを保有するものの対象者数が 1,000人未満

であるために特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない場合などに、特定個

人情報保護評価計画管理書を任意で作成し、個人番号の利用あるいは特定個人情報
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ファイルの作成が適切な範囲で行われていることを確認するために活用すること

が考えられます。 

 

 

Ｑ第５の１－３ 

 特定個人情報保護評価の対象となる事務が１つしかなくても、特定個人情

報保護評価計画管理書を作成する必要がありますか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価の対象となる事務が１つでもある場合は、その特定個人情

報保護評価の実施に先立って、特定個人情報保護評価計画管理書を作成することが

必要となります。 

 

 

Ｑ第５の１－４ 

 全体を非公表とすることができる特定個人情報保護評価書（犯罪の捜査、

犯則事件の調査、公訴の提起又は維持のために保有する特定個人情報ファイ

ルに関するもの）についても、特定個人情報保護評価計画管理書に記載する

必要がありますか。 

（Ａ） 

○ 記載することが必要です。 

全体を非公表とすることができる特定個人情報保護評価書であっても、委員会に

よる審査・承認（行政機関等が提出する全項目評価書）又は精査・確認（その他の

特定個人情報保護評価書）の対象であり、特定個人情報保護評価計画管理書を作成

する目的に照らし、記載することが必要となります。 

なお、特定個人情報保護評価計画管理書はその全体が非公表です。 

 

 

Ｑ第５の１－５ 

 特定個人情報保護評価計画管理書等に記載することになっている「法令上

の根拠」について、法令の数が数百あり全て記載することが困難な場合はど

うしたらよいですか。 

（Ａ） 

○ 代表的な法令上の根拠をいくつか選び、「●●法３条、■■法４条１項等」など

と記載してください。 
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２ しきい値判断 

特定個人情報ファイルを取り扱う事務について特定個人情報保護評価

を実施するに際しては、①対象人数、②評価実施機関の従業者及び評価実

施機関が特定個人情報ファイルの取扱いを委託している場合の委託先の

従業者のうち、当該特定個人情報ファイルを取り扱う者の数（以下「取扱

者数」という。）、③評価実施機関における規則第４条第８号ロに規定する

特定個人情報に関する重大事故の発生（評価実施機関が重大事故の発生を

知ることを含む。以下同じ。）の有無に基づき、次のとおり、実施が義務

付けられる特定個人情報保護評価の種類を判断する（以下「しきい値判断」

という。）。 

しきい値判断の結果、基礎項目評価のみで足りると認められたものにつ

いても任意で重点項目評価又は全項目評価を実施することができ、重点項

目評価の実施が義務付けられると判断されたものについても任意で全項

目評価を実施することができる。 

（１）対象人数が 1,000 人以上１万人未満の場合は、基礎項目評価（番号法  

第 27条第１項並びに規則第４条第８号イ及び第５条） 

（２）対象人数が１万人以上 10 万人未満であり、かつ取扱者数が 500 人未

満であって、過去１年以内に評価実施機関における特定個人情報に関す

る重大事故の発生がない場合は、基礎項目評価（番号法第 27 条第１項

並びに規則第４条第８号ロ及び第５条） 

（３）対象人数が１万人以上 10 万人未満であり、過去１年以内に評価実施

機関における特定個人情報に関する重大事故の発生があった場合は、基

礎項目評価及び重点項目評価（番号法第 27 条第１項並びに規則第４条

第９号、第５条並びに第６条第１項第１号及び第３項） 

（４）対象人数が１万人以上 10 万人未満であり、かつ取扱者数が 500 人以

上の場合は、基礎項目評価及び重点項目評価（番号法第 27 条第１項並

びに規則第４条第９号、第５条並びに第６条第１項第１号及び第３項） 

（５）対象人数が 10万人以上 30万人未満であり、かつ取扱者数が 500人未

満であって、過去１年以内に評価実施機関における特定個人情報に関す

る重大事故の発生がない場合は、基礎項目評価及び重点項目評価（番号

法第 27 条第１項並びに規則第４条第９号、第５条並びに第６条第１項

第２号及び第３項） 

（６）対象人数が 10万人以上 30万人未満であり、過去１年以内に評価実施

機関における特定個人情報に関する重大事故の発生があった場合は、基

礎項目評価及び全項目評価（行政機関等については番号法第 27 条及び

規則第５条、地方公共団体等については番号法第 27条第１項並びに規 
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則第４条第 10号並びに第７条第１項及び第３項から第６項まで） 

（７）対象人数が 10万人以上 30万人未満であり、かつ取扱者数が 500人以

上の場合は、基礎項目評価及び全項目評価（行政機関等については番号

法第 27条及び規則第５条、地方公共団体等については番号法第 27条第

１項並びに規則第４条第 10 号並びに第７条第１項及び第３項から第６

項まで） 

（８）対象人数が 30 万人以上の場合は、基礎項目評価及び全項目評価（行

政機関等については番号法第 27 条及び規則第５条、地方公共団体等に

ついては番号法第 27条第１項並びに規則第４条第 10号並びに第７条第

１項及び第３項から第６項まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

特定個人情報保護評価に要するコスト・作業量に鑑みれば、特定個人情報ファイ

ルを取り扱う事務の全てについて特定個人情報保護評価を実施しようとすると、か

えって特定個人情報保護評価が形式化・形骸化する恐れがあると考えられます。 

そこで、特定個人情報保護評価の目的を達成し、実効性のある仕組みとするため

に、必要性に応じたメリハリのある仕組みをとることとし、個人のプライバシー等

の権利利益に対して影響を与える可能性が高いと認められるものについて手厚い特

定個人情報保護評価を実施することとしています。 

具体的には個人のプライバシー等の権利利益に対し影響を与える可能性の観点か

ら、以下次の３つのしきい値判断項目に基づき、実施が義務付けられる特定個人情

報保護評価のレベルを判断することになります。しきい値判断項目を客観的に判定

される項目とすることで、特定個人情報保護評価の実施レベルの振り分けが判断者

の恣意に流れないことを担保しています。 

なお、諸外国で採用されているプライバシー影響評価（ Privacy Impact 

Assessment: PIA）においても、しきい値評価を実施してプライバシー影響評価が必

要か否かを判断しているものがあります。 

※ しきい値評価として、例えば、アメリカでは、プライバシーしきい値分析（Privacy 

Threshold Analysis）を採用しており、また、オーストラリアでは、しきい値評価

（Threshold Assessment）を採用しています（平成 26 年 3 月現在）。 

 

《しきい値判断項目》 

１ 事務の対象人数 

２ 特定個人情報ファイルの取扱者数 

３ 特定個人情報に関する重大事故の有無 
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しきい値判断の結果、実施が義務付けられる特定個人情報保護評価のレベルが判

断され、 

① 基礎項目評価 

② 基礎項目評価及び重点項目評価 

③ 基礎項目評価及び全項目評価 

のいずれかの実施が求められることになります。 

しきい値判断の結果、個人のプライバシー等の権利利益に影響を与えると考えら

れるものは、より詳細な検討・評価が行われ、これにより個人のプライバシー等の

権利利益の保護のための措置の実施が促進されるものと考えられます。 

また、番号法第 27 条においては、本来実施されるべき全項目評価について規定し

ていますが、同条に基づき法律の適用を除外するものを規則で定めるとされているこ

とから、基礎項目評価、重点項目評価及び地方公共団体等の実施する全項目評価につ

いては、規則で定めているものです。 

 

＜しきい値判断フロー図＞ 
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１．対象人数について 

Ｑ第５の２－１．－１ 

１つの事務において、複数の特定個人情報ファイルを取り扱う場合は、対

象人数をどのように数えたらよいでしょうか。 

（Ａ） 

○ 対象人数とは、その事務において取り扱う全ての特定個人情報ファイルに記録さ

れる本人の数の総数になります。したがって、それぞれのファイルに重複がある場

合、二重に算定する必要はありません。 

 

 

Ｑ第５の２－１．－２ 

 複数の特定個人情報ファイルを取り扱う場合など、事務における特定個人

情報の対象人数を正確に把握することが困難です。どのようにしたらよいの

でしょうか。 

（Ａ） 

○ 対象人数は１人単位や 10 人単位などの粒度で記載するものではなく、概数で 

チェックすることができます。 

 

 

Ｑ第５の２－１．－３ 

 特定個人情報保護評価を実施する事務において取り扱うシステムが、宛名

管理システムのような個人番号と既存番号の対照テーブルにアクセスし、そ

のシステムから個人番号を参照できる場合、対象人数はどうなりますか。 

（Ａ） 

○ 個人番号を参照できるシステムを取り扱う事務における対象人数は、宛名システ

ムのような対照テーブルに格納する全ての特定個人情報の本人の数ではなく、特定

個人情報保護評価を実施する事務において経常的に取り扱う本人の数となります。 

例えば、ある給付金の支給事務において経常的に取り扱う特定個人情報が受給者

とその扶養家族である場合は、対象人数は受給者と扶養家族の総数（下図の 20 万

人）であり、宛名管理システムに格納される全ての人数（下図の 50 万人）ではあ

りません。 
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※ 上記の図は、経常的に取り扱う本人の数が対象人数となることを示したものであり、データ

ベース上に格納されている本人の数が対象人数となることを示したものではありません。 

 

Ｑ第５の１－１．－４ 

 特定個人情報保護評価を実施する事務において、システムではなく、表計

算ソフトで特定個人情報ファイルを管理し、既存番号を入手する等のため

に、宛名管理システムのような個人番号と既存番号の対象テーブルにアクセ

スする場合、対象人数はどうなりますか。 

（Ａ） 

○ 事務の対象人数は、その事務において経常的に取り扱う本人の数となります。し

たがって、以下次の図で例示される通りとおり、当該事務における対象人数は宛名

管理システムに格納された全ての人の数とはなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

業務情報 ４情報 

 

宛名番号 

  
   

   

・ 
・  

業務システム 

 

宛名管理 
システム 

・ 
・ 
・ 
・   

宛名番号 個人番号 ４情報 

   
   
   
   

  

宛名番号で個人番号等を 

随時参照 

50 万人 

 

 

当該事務の対象人数は 20万人 
＜宛名管理システムの例＞ 

 

業務ファイル（個人番号利用事務等） 

・ 
・ 
・ 

宛名番号 業務情報 ４情報 個人番号 

    

 

宛名管理 
システム 

・ 
・ 
・ 
・   

宛名番号 個人番号 ４情報 

   
   
   
   

  

50 万人 

 

アクセス・閲覧・ 

個人番号の手入力 

当該事務の対象人数は 100人 

20 万人 

 

100 人  
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Ｑ第５の２－１．－５ 

 特定個人情報保護評価を実施する事務において、その事務で取り扱う特定

個人情報ファイルの一部が、紙ファイルのように、特定個人情報保護評価書

に記載する必要のない特定個人情報ファイルの場合、そのファイルにおける

本人は対象人数に含むのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価書に記載する必要のない紙ファイル等の場合、そのファイ

ルにおける本人は対象人数から除くことができます。 

 

Ｑ第５の２－１．－６ 

 死者は対象人数に含まれますか。 

（Ａ） 

○ 番号法では、特定個人情報とは個人番号を含む個人情報と定義されており、個人情

報は行政機関個人情報保護法、独立行政法人個人情報保護法、個人情報保護法（以下、

「現行法」という。）の定義によります。 

 現行法における個人情報とは、「生存する」個人に関する情報であり、死者に関する

情報については、その対象とはなりません。したがって、番号法においても同様の取

扱いとなり、死者の情報は、特定個人情報には該当しませんので、対象人数に含める

必要はありません。 

 

 

Ｑ第５の２－１．－７ 

 住民基本台帳事務において、住民登録外の特定個人情報は対象人数に含ま

れますか。 

（Ａ） 

○ 住民登録外の特定個人情報であっても、事務の中で経常的に取り扱うものであれ

ば対象人数に含まれます。 
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Ｑ第５の２－１．－８ 

 住民基本台帳事務において、除票された人についても特定個人情報を持ち

続けることになりますが、それらの人についても対象人数に含まれるのでし

ょうか。 

（Ａ） 

○ 除票された人についても、事務の中で経常的に取り扱うものであれば対象人数に

含まれます。 

 

 

２．取扱者数について 

Ｑ第５の２－２．－１  

しきい値判断の取扱者数とは実際に取り扱っている人の数ですか。 

（Ａ） 

○ 取扱者数とは、実際に取り扱っている人だけでなく、当該事務における特定個人

情報ファイルを取り扱うことができる人の数となります。 

また、当該事務を委託している場合、委託先の従業者のうち、当該特定個人情報

ファイルを取り扱う者も取扱者数に含みます。 

 

 

Ｑ第５の２－２．－２ 

住民記録システムのように、住民記録の担当部署だけでなく、他の事務を

担当する部署の職員も当該システムにアクセスできるような場合、そのよう

な他の部署の職員も取扱者に含めますか。 

（Ａ） 

○ 「特定個人情報を取り扱う職員・委託先の人数」とは、当該事務における特定個

人情報ファイルを取り扱うシステム等へアクセスできる人の数となりますので、住

民記録に関する事務における取扱者には、他の事務を担当する部署の職員であって

も住民記録システムにアクセスできる人も取扱者数に含みます。 
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Ｑ第５の２－２．－３ 

 特定個人情報保護評価を実施する事務において、その一部が紙ファイルの

みを用いて実施するなどの利用により特定個人情報保護評価が義務付けら

れない事務であり、その義務付けられない事務にのみ従事する者は、取扱者

に該当しますか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価が義務付けられない事務にのみ従事する者は、取扱者数か

ら除くことができます。 

例えば、地方公共団体における児童手当事務において、地方公共団体の職員に対

する児童手当事務にのみ従事する職員や、紙ファイルのみを取り扱う職員等は取扱

者から除くことができます。 

 

 

Ｑ第５の２－２．－４ 

 特定個人情報ファイルの取扱いを外部に委託している場合、特定個人情報

ファイルの取扱者数はどのように計上すればよいのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 委託先で特定個人情報ファイルを取り扱う従業者の数を確認して、計上すること

となります。なお、再委託、再々委託などを行っている場合は、再委託以降の従業

者の数も含めて、計上してください。 

 

 

Ｑ第５の２－２．－５ 

 特定個人情報ファイルの取扱者数には、システム保守のために特定個人情

報アクセスできる者も含まれますか。 

（Ａ） 

○ システム保守のためにアクセスする者でも、特定個人情報にアクセスできる者に

ついては、取扱者数に含めます。 
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３．重大事故の発生について 

Ｑ第５の２－３．－１ 

 しきい値判断における重大事故の発生の対象は、「特定個人情報に関する」

事故に限られていますが、そのような限定がかかっていない全項目評価書や

重点項目評価書とは対象が異なるということですか。 

（Ａ） 

○ しきい値判断における重大事故の対象は、特定個人情報である一方、全項目評価

や重点項目評価における重大事故の対象は、個人情報となり、重大事故の対象は異

なります。 

 

 

Ｑ第５の２－３．－２ 

 重大事故の発生について、「評価実施機関における」とありますが、特定

個人情報保護評価の対象の事務と全く関わりのない他部署が重大事故を発

生させた場合も該当するのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 該当します。 

重大事故が発生した場合、その事故を起こした事務や部署だけではなく、評価実

施機関全体に対する国民・住民の信頼に関わると考えられることに加え、事故が発

生した要因の分析及び再発防止策については、評価実施機関全体で取組む必要があ

るとの考え方によるものです。 

 

 

４．その他 

Ｑ第５の２－４．－１ 

 基礎項目評価の対象だが、任意で重点項目評価や全項目評価を実施するこ

とができるとありますが、どのような場合に実施したらよいのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 個人のプライバシー等の権利利益に対して影響を与え得る特定個人情報の漏え

い等のリスクに対して対策を講じているということを、国民に対して、より詳細

に宣言したい場合など、各機関がより詳細な特定個人情報保護評価が必要である

と判断した場合には、基礎項目評価の対象であっても重点項目評価書様式や全項

目評価書様式を用いて評価を実施することが考えられます。 

この場合に番号法令に基づき義務付けられるのは基礎項目評価の実施であり、
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それ以上の措置は任意の取組ですので、必ずしも重点項目評価又は全項目評価で

求められている全ての手続等を実施する必要はなく、例えば全項目評価書様式を

用いて特定個人情報保護評価書を作成するものの国民・住民の意見聴取は行わな

いなどの対応も可能です。 
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３ 特定個人情報保護評価書 

しきい値判断の結果に従い、評価実施機関は特定個人情報保護評価を実

施し、次に示すとおり、特定個人情報保護評価書を作成し、委員会に提出

するものとする。その際、特定個人情報保護評価書の記載事項を補足的に

説明する資料を作成している場合は、必要に応じて、当該特定個人情報保

護評価書に添付する。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

Ｑ第５の３－１ 

 番号法に「基礎項目評価」「重点項目評価」「全項目評価」についての規定

がないにもかかわらず、なぜこれらの評価の実施が義務付けられるのでしょ

うか。 

（Ａ） 

○ 番号法第 27 条において、行政機関の長等は、特定個人情報ファイルを保有しよ

うとするとき及び特定個人情報ファイルについて重要な変更を加えようとすると

きは、評価書を公示し広く国民の意見を求めること（第１項）、委員会の承認を受

けること（第２項）、承認を受けた評価書を公表すること（第４項）とされていま

す。 

○ 他方、番号法第 27 条第１項においては、規則で定めるところの特定個人情報フ

ァイルを保有しようとする場合には、上で述べた同条に規定する手続（行政機関等

の実施する全項目評価書に係る手続）の対象から除外しています。これを受けて、

規則第４条各号においては番号法第 27 条の手続の対象から除外するものを規定し

ています。 

○ 規則第４条第１～７号には、特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない事

務（指針第４の４（１）ア～キ）が規定されています。 

○ 規則第４条第８～９号は、しきい値判断の結果、指針に定めるとおり基礎項目評

価、重点項目評価となるものを対象から除外しています。また、規則第４条第 10

号は、地方公共団体等が、指針に定めるとおり全項目評価を実施した場合を対象か

ら除外しています。 

 ・ 指針第５の２（１）又は（２）の場合であって基礎項目評価を実施した特

定個人情報ファイルを取り扱う事務（第８号） 

 ・ 指針第５の２（３）、（４）又は（５）の場合であって基礎項目評価及び重

点項目評価を実施した特定個人情報ファイルを取り扱う事務（第９号） 

 ・ 地方公共団体等が指針第５の２（６）、（７）又は（８）に該当する場合で

あって基礎項目評価及び全項目評価を実施した特定個人情報ファイルを取り

扱う事務（第 10号） 
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（なお、規則においては、第５条に基礎項目評価書、第６条に重点項目評価書、

第７条に地方公共団体等が実施する全項目評価書に係る手続が規定されていま

す。）。 

○ したがって、規則及び指針に基づき基礎項目評価を実施した場合、基礎項目評

価及び重点項目評価を実施した場合又は地方公共団体が基礎項目評価及び全項目

評価を実施した場合は、番号法第 27条の手続（行政機関等の全項目評価に係る手

続）の対象から除外されることとなります。 
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（１）基礎項目評価書 

評価実施機関は、規則第５条第１項の規定に基づき、特定個人情報保

護評価の実施が義務付けられる全ての事務について基礎項目評価書（様

式２参照）を作成し、委員会へ提出するものとする。上記２に定めるし

きい値判断の結果は、基礎項目評価書に記載するものとする。 

 

 

 
 
 
 
 
（解説） 

基礎項目評価書は、しきい値判断の結果にかかわらず、特定個人情報保護評価の実

施対象となる全ての事務について作成することになります。しきい値判断の結果、基

礎項目評価のみと判断された場合はもとより、基礎項目評価及び重点項目評価と判断

された場合、基礎項目評価及び全項目評価と判断された場合にも、作成することにな

ります。 

特定個人情報ファイルを取り扱う事務の概要、保有しようとする特定個人情報ファ

イルの名称等の関連情報を記載するとともに、評価実施機関が特定個人情報の漏えい

その他の事態を発生させるリスクを軽減するための適切な措置を講じていることを

確認の上、宣言することで、基本的な特定個人情報保護評価を行うものです。 

また、しきい値判断項目（事務の対象人数、取扱者数、評価実施機関における特定

個人情報に関する重大事故発生の有無）、しきい値判断結果も基礎項目評価書に記載

することになります。 

 

 

基礎項目評価の実施の流れについては下記フロー図を参照してください。 
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（２）重点項目評価書 

評価実施機関は、規則第６条第１項の規定に基づき、上記２（３）、（４）

又は（５）の場合は、重点項目評価書（様式３参照）を作成し、委員会

へ提出するものとする。 

 

 
 
 
 
 
（解説） 

重点項目評価書は、しきい値判断の結果、基礎項目評価及び重点項目評価を実施す

べきものと判断された場合に作成することになります。 

重点項目評価を実施することで、特定個人情報ファイルを取り扱う事務の特性を明

らかにした上で、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利益

に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させる主なリスクにつ

いて分析し、このようなリスクを軽減するためにどのような措置を講じるのか決定し

ていくこととなります。 

また、公表された重点項目評価書を通じて、国民は、各機関が、どのような事務に

おいてどのような法令上の根拠により、具体的にどのように特定個人情報ファイルを

取り扱っているか確認することが可能となります。 

 

重点項目評価実施の流れについては下記フロー図を参照してください。 
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Ｑ第５の３（２）－１ 

 基礎項目評価書と重点項目評価書を委員会にまとめて提出することもで

きますか。 

（Ａ） 

○ まとめて提出することも可能です。 

 

 

Ｑ第５の３（２）―２ 

 重点項目評価については、国民又は住民等の意見聴取、（地方公共団体等

の場合）第三者点検を受ける必要はないということでよろしいでしょうか？ 

（Ａ） 

 ○ 重点項目評価については、意見聴取、第三者点検を義務付けるものではありませ

んが、評価実施機関が任意で意見聴取、第三者点検を行うことを妨げるものではあ

りません。 
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 （３）全項目評価書 

ア 行政機関等の場合 

行政機関等は、上記２（６）、（７）又は（８）の場合は、全項目評

価書（様式４参照）を作成するものとする。 

また、行政機関等は、全項目評価書を作成後、番号法第 27条第１項

の規定に基づき、全項目評価書を公示して広く国民の意見を求め、こ

れにより得られた意見を十分考慮した上で全項目評価書に必要な見直

しを行うものとする。ただし、公表しないことができる全項目評価書

又は項目（下記（４）参照）については、この限りではない（規則第

10条）。 

全項目評価書を公示し国民からの意見を聴取する期間は原則として

30 日以上とする。ただし、特段の理由がある場合には、全項目評価書

においてその理由を明らかにした上でこれを短縮することができる。 

行政機関等は、番号法第 27条第２項の規定に基づき、公示し国民の

意見を求め、必要な見直しを行った全項目評価書を委員会へ提出し、

委員会による承認を受けるものとする。 

イ 地方公共団体等の場合 

地方公共団体等は、上記２（６）、（７）又は（８）の場合は、全項

目評価書を作成するものとする。 

また、地方公共団体等は、全項目評価書を作成した後、規則第７条

第１項の規定に基づき、全項目評価書を公示して広く住民等の意見を

求め、これにより得られた意見を十分考慮した上で全項目評価書に必

要な見直しを行うものとする。ただし、公表しないことができる全項

目評価書又は項目（下記（４）参照）については、この限りではない

（規則第７条第３項）。 

全項目評価書を公示し住民等からの意見を聴取する期間は原則とし

て 30日以上とする。ただし、特段の理由がある場合には、全項目評価

書においてその理由を明らかにした上でこれを短縮することができる。

また、地方公共団体等が条例等に基づき住民等からの意見聴取等の仕

組みを定めている場合は、これによることができる。 

地方公共団体等は、公示し住民等の意見を求め、必要な見直しを行

った全項目評価書について、規則第７条第４項の規定に基づき、第三

者点検を受けるものとする。第三者点検の方法は、原則として、条例

等に基づき地方公共団体が設置する個人情報保護審議会又は個人情報

保護審査会による点検を受けるものとするが、これらの組織に個人情

報保護や情報システムに知見を有する専門家がいないなど、個人情報 
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保護審議会又は個人情報保護審査会による点検が困難な場合には、そ

の他の方法によることができる。ただし、その他の方法による場合で

あっても、専門性を有する外部の第三者によるものとする。第三者点

検の際は、点検者に守秘義務を課すなどした上で、公表しない部分（下

記（４）参照）を含む全項目評価書を提示し、点検を受けるものとす

る。第三者点検においては、下記第 10の１（２）に定める審査の観点

を参考にすることができる。 

地方公共団体等は、規則第７条第５項の規定に基づき、第三者点検

を受けた全項目評価書を委員会へ提出するものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（解説） 

全項目評価書は、しきい値判断の結果、基礎項目評価及び全項目評価を実施すべき

ものと判断された場合に作成することになります。 

全項目評価を実施することの意義は基本的に上記の重点項目評価と同じですが、加

えて、全項目評価では、個人のプライバシー等の権利利益の保護のための措置に関す

る詳細な分析・評価を行うとともに、国民・住民等の意見聴取、委員会の承認（地方

公共団体等においては第三者点検）により、評価の適合性・妥当性を客観的に担保す

る仕組みとなっています。 

 

全項目評価実施の流れについては下記フロー図を参照してください。 
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Ｑ第５の３（３）－１ 

 意見聴取の期間を 30 日より短縮することが認められる特段の理由とは、

具体的にどのようなものがありますか。 

（Ａ） 

 ○ 例えば、評価実施機関が特定個人情報保護評価を計画的に実施するための合理的

努力を行ったにもかかわらず、事務の根拠法の施行日が差し迫っているため、30

日以上の意見聴取期間を設定すると法施行が困難となるなど国民・住民の権利利益

に重大な影響を与える場合などが考えられます。 

 

 

Ｑ第５の３（３）－２ 

 基礎項目評価書と全項目評価書を委員会にまとめて提出することもでき

ますか。 

（Ａ） 

 ○ まとめて提出することも可能です。 

 

 

Ｑ第５の３（３）－３ 

 地方公共団体等の実施する全項目評価書については、第三者点検を受ける

こととなっていますが、どのような方法がありますか。 

（Ａ） 

 ○ 第三者点検は、原則として、条例に基づき地方公共団体が設置する個人情報保護

審議会や個人情報保護審査会の点検を受ける方法となります。 

○ 専門性確保の観点から、既存の個人情報保護審議会や個人情報保護審査会のメン

バー（の一部）に新たに個人情報の保護に関する学識経験がある者、情報システム

の知見を有している者等を追加して点検を受ける方法も考えられます。 

○ また、個人情報保護審議会や個人情報保護審査会に専門的知識を有している者が

いない場合、専門的知識を有している者の追加が困難な場合、適時に答申を受ける

ことが困難な場合など、個人情報保護審議会や個人情報保護審査会による点検を受

けることが困難な場合には、上記知識を有する外部の第三者に点検を受ける方法も

考えられます。 

○ さらに、他の自治体と連携して行う機関を共同設置する方法なども考えられます。 
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Ｑ第５の３（３）－４ 

   第三者点検を行う者のスキルや資格は、どの程度のレベルまで考慮すべ

きでしょうか。 

（Ａ） 

 ○ 第三者点検を行う者について何らかの資格を問うものではありませんが、個人情

報の保護に関する学識経験を持っている者や、情報システムに知見を有している者

等を含むことを想定しています。 

 

 

Ｑ第５の３（３）－５ 

   第三者点検を諮問機関以外で行う場合、セキュリティの問題があるため、

一部を省略した全項目評価書で行うことはできますか。 

（Ａ） 

 ○ 第三者点検について、原則として、非公表部分を含めて第三者点検を行うことを

想定しています。一部省略したもので行うことは想定していません。 

第三者点検を行う者に対して守秘義務を課すなど、情報管理の可能な態勢を構築

することが必要です。 

 

 

Ｑ第５の３（３）－６ 

 広域連合や一部事務組合など特別地方公共団体は、普通地方公共団体と同

様、自ら第三者点検を行うこととなりますか。 

（Ａ） 

 ○ 特別地方公共団体も普通地方公共団体と同様の扱いとなります。 

   ただし、構成団体の地方公共団体の個人情報保護審議会や個人情報保護審査会を

活用することや、当該地方公共団体と連携して行う方法機関の共同設置などを行う

ことも考えられます。 

 

 

Ｑ第５の３（３）－７ 

 第三者点検における点検の基準を示してくれませんか。 

（Ａ） 

 ○ 指針第 10の１（２）で、委員会による全項目評価書の承認に際しての審査の観

点として、適合性及び妥当性の２つを示しています。地方公共団体等が全項目評価

書について受ける第三者点検において、この審査の観点を参考とすることができま

す。 
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Ｑ第５の３（３）－８ 

 第三者点検を諮問機関以外で行う場合、番号法第 48条、第 72条の趣旨に

鑑み、罰則は設けないのでしょうか。 

（Ａ） 

 ○ 番号法に基づき条例に罰則を設けることが義務付けられるわけではありません。

地方公共団体の任意の判断に委ねられます。 
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（４）特定個人情報保護評価書の公表 

行政機関等は、基礎項目評価書及び重点項目評価書については委員会

に提出した後速やかに、全項目評価書については委員会の承認を受けた

後速やかに、公表するものとする（番号法第 27条第４項並びに規則第５

条第２項、第６条第３項及び第８条）。 

地方公共団体等は、特定個人情報保護評価書を委員会に提出した後速

やかに、公表するものとする（規則第５条第２項、第６条第３項及び第

７条第６項）。 

特定個人情報保護評価書及びその添付資料は、原則として全て公表す

るものとする。ただし、規則第 13条の規定に基づき、公表することにセ

キュリティ上のリスクがあると認められる場合は、評価実施機関は、公

表しない予定の部分を含む特定個人情報保護評価書及びその添付資料の

全てを委員会に提出した上で、セキュリティ上のリスクがあると認めら

れる部分を公表しないことができる。この場合であっても、期間、回数

等の具体的な数値や技術的細目に及ぶ具体的な方法など真にセキュリテ

ィ上のリスクのある部分に、公表しない部分を限定するものとする。 

犯罪の捜査、租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査及び公

訴の提起又は維持のために保有する特定個人情報ファイルを取り扱う事

務に関する特定個人情報保護評価については、評価実施機関は、規則第

13 条の規定に基づき、公表しない予定の部分を含む特定個人情報保護評

価書及びその添付書類の全てを委員会に提出した上で、その全部又は一

部を公表しないことができる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（解説） 

国民・住民の信頼の確保という特定個人情報保護評価の目的に照らし、特定個人情

報保護評価書及びその添付資料は、原則として全て公表することが求められます。 

しかし、公表することが違法行為を助長する恐れやセキュリティ上のリスクを高め

る恐れもあることから、特定個人情報保護評価書の全体又は記載内容の一部を非公表

とすることができる場合を設けることとしました。 

例えば、下の表に示す特定個人情報保護評価書の各項目の記載は、内容によっては

公表することによってセキュリティ上のリスクを高める場合があると考えられます。

ただし、特定個人情報ファイルの取扱いへの国民・住民の信頼の確保という特定個人

情報保護評価の目的に照らし、非公表とする場合でも、システム操作ログの保存期間、

システム管理者による分析・検査の頻度等の具体的な数値、特定個人情報の保管場所

の物理的位置、不正アクセス対策等に関する技術的細目に及ぶ具体的な方法など、真

にセキュリティ上のリスクのある部分に限定する必要があります。 
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【非公表とできる項目の例】 

特定個人情報保護評価書 項   目 

重点項目評価書 ・Ⅰ２③ 他のシステムとの接続 

・Ⅱ６  保管場所 

・Ⅲ２  リスク２：権限のない者（元職員、アクセス

権限のない職員等）によって不正に使用される

リスク 

全項目評価書 ・Ⅰ２③ 他のシステムとの接続 

・Ⅱ６① 保管場所 

・Ⅲ１  リスク２：安全が保たれない方法によって入

手が行われるリスク 

・Ⅲ１  リスク４：入手の際に特定個人情報が漏えい・

紛失するリスク 

・Ⅲ２  リスク２：権限のない者（元職員、アクセス

権限のない職員等）によって不正に使用される

リスク 

・Ⅲ２  リスク４：特定個人情報ファイルが不正に複

製されるリスク 

・Ⅲ４  リスク３：誤った情報を提供・移転してしま

うリスク、誤った相手に提供・移転してしまう

リスク 

・Ⅲ５  リスク１⑤ 物理的対策 

・Ⅲ５  リスク１⑥ 技術的対策 

 

特定個人情報保護評価書の全体又は記載内容の一部を非公表とする場合であって

も、委員会へは記載内容の全てを明らかにした特定個人情報保護評価書及びその添付

資料の全体を提出しなければなりません。これは、これらの特定個人情報保護評価書

も委員会による審査・承認（行政機関等が提出する全項目評価書）又は精査・確認（そ

の他の特定個人情報保護評価書）の対象であり、委員会が特定個人情報保護評価書の

内容について適合性・妥当性を判断するために、一般には非公表とする記載内容につ

いても把握する必要があるからです。 

また、評価実施機関は委員会に対して、全体を非公表とする旨又は非公表とする部

分を明示しなければなりません。指針において「審査の観点」として示すとおり、非

公表とする部分が適切な範囲かどうかを委員会が審査又は精査を行うためです。 
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 Ｑ第５の３（４）－１ 

 セキュリティ上のリスクを高める恐れから非公表とすることができる特

定個人情報保護評価書の項目は、「解説」の表に示されたものに限られるの

でしょうか。 

（Ａ） 

○ 「解説」の表は、記載内容によってはセキュリティ上のリスクを高める場合があ

る特定個人情報保護評価書の項目を例示したものであり、これらに限られるもので

はありません。他の項目でもセキュリティ上のリスクを高める恐れがある記載内容

であれば、非公表とすることができます。 

ただし、特定個人情報ファイルの取扱いへの国民・住民の信頼の確保という特

定個人情報保護評価の目的に鑑みると、むやみに非公表とすることは望ましくな

く、真にセキュリティ上のリスクのある部分に限定しなければなりません。 

また、指針において「審査の観点」として示すように、非公表部分が適切な範

囲であるかどうかは委員会による審査又は精査の対象となります。 
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４ 特定個人情報保護評価書の見直し 

評価実施機関は、少なくとも１年に１回、公表した特定個人情報保護評

価書の記載事項を実態に照らして見直し、変更が必要か否かを検討するよ

う努めるものとする（規則第 14条）。 

 

 
 
 
 
 
（解説） 

  ①特定個人情報ファイルの取扱いについて重要な変更を加えようとする場合、②対

象人数又は取扱者数の増加あるいは特定個人情報に関する重大事故の発生によりし

きい値判断の結果が変わる場合には、特定個人情報保護評価を再実施することが義務

付けられています。 

  しかし、担当する部署の名称変更、しきい値判断に変更をもたらさない対象人数の

増減など、特定個人情報保護評価の再実施が義務付けられない程度の比較的軽微な変

更・変化であっても、国民・住民からの信頼を確保するという観点から、公表してい

る特定個人情報保護評価書の記載内容が実態と齟齬がないよう見直しておく必要が

あります。 

評価実施機関には、公表している特定個人情報保護評価書の記載内容が実態に合致

しているかを常に意識し、必要であれば修正し、公表することが期待されますが、少

なくとも１年に１度は見直しを行い、記載内容の変更が必要か否かを検討するよう努

めることが求められています。 

 

 

Ｑ第５の４－１ 

 特定個人情報保護評価書の見直しでは、どのようなことをすればよいので

しょうか。 

（Ａ） 

○ 既に公表している特定個人情報保護評価書の記載内容が実態と異なっていない

か確認することになります。 

 

 

Ｑ第５の４－２ 

 特定個人情報保護評価書を見直した結果、記載内容の変更が必要となった

場合は、どのように処理すればよいでしょうか。 

（Ａ） 

 ○ 変更が必要となる記載内容によってその後の処理は異なります。 
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○ しきい値判断項目である対象人数又は取扱者数の増加に伴いしきい値判断結果

が変わる場合は、特定個人情報保護評価の再実施が必要になります。 

  したがって、特定個人情報保護評価計画書の更新から始まる特定個人情報保護評

価の実施手続きの全てのプロセスを実施することとなります。 

 

○ それ以外の変更の場合は、特定個人情報保護評価書の修正が必要になります。 

したがって、特定個人情報保護評価書の変更箇所を修正し、委員会に提出した上

で公表することとなります。 

 

○ なお、「重要な変更」については、そのような変更を加えようとする前に特定個

人情報保護評価を実施することが必要であり、事後的な処理を行うことになる特定

個人情報保護評価書の見直しにおいて、「重要な変更」が見つかることは想定され

ていません。 
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５ 特定個人情報保護評価を実施した事務の実施をやめたとき等の通知 

評価実施機関は、特定個人情報保護評価を実施した事務の実施をやめた

とき等は、規則第 16条の規定に基づき、遅滞なく委員会に通知するものと

する。評価実施機関は、事務の実施をやめるなどした日から少なくとも３

年間、その事務の実施をやめたこと等を追記するなど所要の修正を行った

上で、特定個人情報保護評価書を公表しておくものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 

（解説） 

 特定個人情報ファイルを保有しようとするときは、保有する事務において特定個人

情報保護評価を実施する必要がありますが、その特定個人情報ファイルを取り扱う事

務をやめたとき等、以下次の場合に該当する場合ときは、委員会への通知及び修正し

た特定個人情報保護評価書の公表が必要になります。なお、事務の実施自体は継続す

るが、特定個人情報ファイルを取り扱うことをやめた場合（個人番号の利用をやめた

場合）も、本通知が必要となります。 

 

１．事務の実施をやめたとき等の通知が必要な場合 

（１） 事務の実施をやめたとき 

 

 

 

 

（２） 評価実施機関が廃止になり、別の評価実施機関が当該事務を引き継ぐとき 

 

 

 

 

 

 

（３） 評価実施機関が廃止になり、別の機関と統合した新しい機関が当該事務を引き継ぐ

とき 

 

 

 

 

 

 

機関 A 事務 X（ファイル a） 機関 A 事務 X（ファイル a） 

機関 A 事務 X（ファイル a） 

機関 B 事務 X（ファイル b） 

機関 A 

機関 B 

事務 X（ファイル a） 

事務 X（ファイル a,b） 

機関 A 事務 X（ファイル a） 

機関 B 事務 X（ファイル b） 

機関 A 事務 X（ファイル a） 

機関 B 事務 X（ファイル b） 

機関 C 事務 X（ファイル a,b） 
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２．通知方法・時期 

（１）事務の実施をやめたとき 

   評価実施機関は、事務の終了後に、特定個人情報保護評価書の記載要領に従い、特

定個人情報保護評価書に事務の終了と明記し、委員会に提出し公表する必要がありま

す。公表した特定個人情報保護評価書は、事務の終了後３年間公表することとします。 

 

（２）評価実施機関が廃止になり、別の評価実施機関が当該事務を引き継ぐとき 

   地方公共団体における編入合併のように、評価実施機関が廃止になり、別の評価実

施機関が当該事務を引き継ぎ、特定個人情報ファイルも合わせて保有するような場合

は、引き継いだ評価実施機関が評価の再実施又は特定個人情報保護評価書の修正を行

います。評価の再実施か特定個人情報保護評価書の修正かは、指針の第６の２（２）

重要な変更に該当するか、第７の重要な変更に当たらない変更に該当するかで判断す

ることになります。 

   評価の再実施を行う場合は、評価実施機関が廃止になり、別の評価実施機関が当該

事務を引き継ぐ前までに、特定個人情報保護評価書の修正を行うときは、引き継いだ

後速やかに行う必要があります。 

   なお、廃止になった評価実施機関の特定個人情報保護評価書は、事務を引き継いだ

評価実施機関（機関Ｂ）が、廃止になってから３年間は継続して公表することとなり

ます。 

 

（３）評価実施機関が廃止になり、別の機関と統合した新しい機関が当該事務を引き継ぐ

とき 

地方公共団体における新設合併のように、評価実施機関が廃止になり、新しい機関

が当該事務を引き継ぐ場合は、新しい機関が新たに特定個人情報保護評価を実施する

必要があります。 

新しい機関は、新たに特定個人情報ファイルを保有することになるので、指針に定

めるところにより、システムの開発段階前までの適切な時期までに実施することが望

まれますが、新たな機関として特定個人情報保護評価を実施することが困難な場合は、

事前に委員会と協議してください。 

 なお、廃止になった評価実施機関の特定個人情報保護評価書は、上記（２）と同様、

事務を引き継いだ評価実施機関（機関Ｃ）が、廃止になってから３年間は継続して公

表することとなります。 
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第６ 特定個人情報保護評価の実施時期 

１ 新規保有時 

行政機関の長等は、特定個人情報ファイルを新規に保有しようとする場

合、原則として、当該特定個人情報ファイルを保有する前に特定個人情報

保護評価を実施するものとする。ただし、規則第９条第２項の規定に基づ

き、災害が発生したときの対応等、特定個人情報保護評価を実施せずに特

定個人情報ファイルを保有せざるを得ない場合は、特定個人情報ファイル

の保有後可及的速やかに特定個人情報保護評価を実施するものとする。 
（１）システム用ファイルを保有しようとする場合の実施時期 

ア 通常の場合 

規則第９条第１項の規定に基づき、システムの要件定義段階までに

実施することを原則とするが、評価実施機関の判断で、システムの開

発（プログラミングをいう。）段階までの適切な時期に特定個人情報

保護評価を実施することができる。 

イ 委員会による承認が必要な特定個人情報保護評価の場合 

規則第９条第１項の規定に基づき、システムの要件定義段階までに

実施することを原則とするが、要件定義段階での実施が困難な場合

は、委員会とあらかじめ協議の上、実施時期を決定することができる。 

ウ 経過措置 

この指針が公表されてから半年を超えない範囲でシステムの開発

を開始する場合は、システムの開発（プログラミングをいう。）の開

始後、特定個人情報ファイルを保有する前に特定個人情報保護評価を

実施することができる。 

（２）その他の電子ファイルを保有しようとする場合の実施時期 

事務処理の検討段階で特定個人情報保護評価を実施するものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（解説） 

特定個人情報保護評価の結果を受けて、当初予定していた特定個人情報ファイルの

取扱いやシステム設計を変更しなければならない場合も十分想定されることから、対

応に要する時間を考慮して、特定個人情報保護評価は、特定個人情報ファイルを保有

する直前ではなく、十分な時間的余裕をもって実施する必要があります。 

 

特定個人情報保護評価の望ましい実施時期は下記図表を参照してください。 
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１．システム用ファイルに係る実施時期（委員会の承認が必要でない評価書） 

・ システム要件定義段階までに特定個人情報保護評価を実施することが望ましいと

考えられます。 

遅くともシステム開発段階の前までに特定個人情報保護評価を実施する必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．システム用ファイルに係る実施時期（委員会の承認が必要な評価書） 

・ システム要件定義段階までに特定個人情報保護評価を実施することが望ましいと

考えられます。 

遅くともシステム開発段階の前までに特定個人情報保護評価を実施する必要が

ありますが、基本設計又は詳細設計段階で特定個人情報保護評価を実施したい場合

は、委員会と事前に協議することが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

特定個人情報保護評価を 
実施することが望ましい 
時期 

本番データの 
取扱い 

 

特定個人情報保護評価を実施しなくては 
ならない時期 

要件定義 
基本 
設計 

システム 
運用開始 

詳細 
設計 

開発 テスト 

特定個人情報保護評価を

実施することが望ましい

時期 

委員会と協議する必要の 
ある時期 

 

特定個人情報保護評価を実施しなくては 
ならない時期 

 

要件定義 
基本 
設計 

システム 
運用開始 

詳細 
設計 

開発 テスト 

本番データの 
取扱い 
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３．システム用ファイルに係る実施時期の経過措置 

・ 指針が公表されてから半年を超えない範囲でシステム開発を開始する場合は、シ

ステム開発の開始後、特定個人情報ファイルを保有する前までに実施する必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他の電子ファイルを保有しようとする場合の実施時期 

・ 事務処理の検討段階で特定個人情報保護評価を実施する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

特定個人情報保護評価を実施しなくてはならない時期 

本番データの 
取扱い 

指針の公表 

半年を超えない範囲 

要件定義 
基本 
設計 

システム 
運用開始 

詳細 
設計 

開発 テスト 

事務処理の設計（検討）段階 ファイルの作成等 業務の運用開始 

本番データの 
取扱い 

特定情報保護評価を実施しなくてはならない時期 
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Ｑ第６の１－１ 

  番号法第 27条第１項では「特定個人情報ファイルを保有する前に…（評価

書）を公示し」とあり、規則第９条第１項では、法第 27条第１項の規定によ

る評価書の公示・基礎項目評価書の提出・重点項目評価書の提出・規則第７

条第１項の規定による公示を行う時期が規定されているが、これらの規定に

より定められる時期までに、「公示」や「提出」のみを行えばよいということ

でしょうか。 

（Ａ） 

○ 番号法第 27条第１項に規定する「保有する前に」は、同項の「公示し」のみな

らず、第２項の特定個人情報保護委員会の承認、第４項の評価書の公表までかかる

ものと解されます。したがって、特定個人情報ファイルを保有する前に、番号法第

27 条第４項の規定による評価書の「公表」までを行う必要があります。 

○ 規則第９条第１項も、番号法の規定とあわせて、公示や提出の時期として規定し

ていますが、番号法同様、公示や提出等の手続きを経た後の特定個人情報保護評価

書の公表を、同項により定められる時期までに行う必要があるものです。 

 
 

Ｑ第６の１－２ 

 特定個人情報ファイルを取り扱う事務において、パッケージシステムをノ

ンカスタマイズで適用する場合、特定個人情報保護評価はいつまでに実施す

ればよいのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報ファイルを取り扱う事務において、パッケージシステムを適用する

場合、業務要件の検討やカスタマイズの必要性の分析を行う時期がいわゆる要件定

義の時期にあたり当たります。 

検討の結果、カスタマイズは行わず、そのままパッケージシステムを適用するこ

とにした場合、その後、パラメータ設計や環境設計、移行設計等の「設計」を行い、

システムを稼働させるサーバー等へパラメータ設定等の「適用」が行われます。 

この「適用」によりサーバー等に直接的に変更を加えることとなりますので、開

発に相当するものとして、システムへの適用を実施する前までに特定個人情報保護

評価を実施することになります。以下、図表をご参照ください。 
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  ○ なお、パッケージシステムにカスタマイズをする場合は、以下次の図表のとおり、

カスタマイズ開発を実施するまでに特定個人情報保護評価を実施する必要があります。 

 
 

 

Ｑ第６の１－３ 

 単年度中に設計・開発が完了するようなシステムや大規模システムについ

ても、要件定義段階で特定個人情報保護評価を実施するべきでしょうか。 

（Ａ） 

 ○ システムの要件定義段階までに実施することが原則となりますが、システムの実

情に照らし、基本設計段階等で実施することが望ましいと考えられるものについて

は、特定個人情報保護評価が可能なシステムの詳細が決定されているか、特定個人

情報保護評価の結果を反映しても、コスト増・スケジュール遅延につながらない時

期かなどを十分に踏まえたうえで、システム開発前までのタイミングで特定個人情

報保護評価を実施することも考えられます。 

 

 

Ｑ第６の１－４ 

 委員会の承認が必要な評価書の場合、要件定義での特定個人情報保護評価

の実施が困難な場合は、委員会とあらかじめ実施時期を協議するとのことで

すが、どの時期に、どのように協議したらよいですか。 

（Ａ） 

 ○ 要件定義のできるだけ早い段階で委員会と協議していただく必要があります。 

具体的な評価に当たっては委員会事務局にお問い合わせください。 
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Ｑ第６の１－５ 

 個人番号を利用するためのシステム改修の後に情報連携のためのシステ

ム改修を行い、それぞれシステム改修の時期が異なる場合、特定個人情報保

護評価の実施はどのようにすればよいでしょうか。 

（Ａ） 

 ○ 特定個人情報保護評価は特定個人情報ファイルを保有しようとする事務に対し

て実施します。当該事務で個人番号を利用するためのシステム改修と情報連携のた

めのシステム改修を行う場合、当該事務に対する特定個人情報保護評価は双方のシ

ステム改修を踏まえる必要があります。 

○ 特定個人情報保護評価の実施時期としては、当該事務で最初に特定個人情報ファ

イルを保有しようとする個人番号を利用するためのシステム改修（プログラミング

段階）の前となります。 

その際に、情報連携のためのシステム改修の内容を踏まえた特定個人情報保護評

価を実施できれば、まとめて行うことが可能ですが、その時点において、情報連携

のためのシステム改修の概要が決定していない場合や、その後変更になった場合に

は、情報連権のためのシステム改修の内容が判明した時点で、個人番号を利用する

ためのシステム改修の前に実施した特定個人情報保護評価書ついて、修正箇所があ

る場合は修正、重要な変更に該当する場合には評価を再実施する必要があります。 

 

 

Ｑ第６の１－６ 

   ウで経過措置が定められているが、その場合、特定個人情報保護評価の

結果はどう扱えばよろしいでしょうか。 

（Ａ） 

 ○ 原則として、特定個人情報保護評価の結果、重大な問題が発見された場合はプロ

グラム設計の変更を実施しなければなりませんが、実際には大幅なスケジュール遅

延やコスト増が想定されるためシステム設計に反映することは現実的に難しく、運

用面で対応することが想定されます。 
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２ 新規保有時以外 

（１）基本的な考え方 

評価実施機関は、過去に特定個人情報保護評価を実施した特定個人情

報ファイルを取り扱う事務について、下記（２）又は（３）の場合には、

特定個人情報保護評価を再実施するものとし、下記（４）の場合には、

再実施するよう努めるものとする。 

再実施に当たっては、委員会が定める特定個人情報保護評価書様式中

の変更箇所欄に変更項目等を記載するものとする。下記（２）から（４）

以外の場合に特定個人情報保護評価を任意に再実施することを妨げるも

のではない。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（解説） 

  特定個人情報保護評価は、特定個人情報ファイルを新規に保有しようとするときに

一度実施して終了するものではありません。 

特定個人情報保護評価を実施（又は再実施）した後、当該特定個人情報ファイルの

取扱い、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクあるいはリスクを軽

減するための措置について変更・変化が生じることがあります。評価実施機関が当該

特定個人情報ファイルの取扱いを能動的に変更することもあれば、人口構成の変化な

ど当該特定個人情報ファイルの取扱いをとりまく状況が変化することも考えられま

す。 

このような変更・変化が生じると、公表している特定個人情報保護評価書の記載内

容が実態に合わなくなってきます。そのような記載内容と実態の齟齬を放置すること

は、特定個人情報ファイルの取扱いについての透明性を高め、国民・住民の信頼を確

保するという特定個人情報保護評価の目的に反する結果となります。 

そこで、特定個人情報保護評価を実施（又は再実施）した事務について、一定の場

合には、特定個人情報保護評価の再実施を求めることとされています。具体的には、

特定個人情報ファイルの取扱いについて①「重要な変更」を加えようとする場合、②

対象人数又は取扱者数の増加あるいは③特定個人情報に関する重大事故の発生によ

り「しきい値判断の結果の変更」が生じた場合には、特定個人情報保護評価を再実施

することになっています。また、こうした状況に至らずとも、社会情勢の変化や技術

進歩を勘案し、直近の特定個人情報保護評価書を公表（ただし、修正に伴う公表を除

く。）してから５年を経過する前に、再実施するよう努めることが求められています。 

なお、特定個人情報保護評価を再実施することが求められない程度の比較的軽微な

変更・変化の場合には、既に公表している特定個人情報保護評価書を修正し、公表す

ることになります。 
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Ｑ第６の２（１）－１ 

 特定個人情報保護評価の再実施とは、具体的に何を再び実施するのでしょ

うか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価の再実施においては、特定個人情報保護評価計画管理書の

更新から始まる特定個人情報保護評価の実施手続の全てのプロセスを実施するこ

とになります。 

改めて行うしきい値判断の結果により、特定個人情報保護評価書の作成、委員会

への提出、公表が必要となります。全項目評価を再実施する場合には、国民（地方

公共団体等においては住民等）からの意見聴取や委員会の審査・承認（地方公共団

体等においては第三者点検）も必要です。 
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（２）重要な変更 

特定個人情報ファイルに対する重要な変更（規則第 11条に規定する特

定個人情報の漏えいその他の事態の発生の危険性及び影響が大きい変更

として指針で定めるもの）とは、重点項目評価書又は全項目評価書の記

載項目のうちこの指針の別表に定めるものについての変更とする。ただ

し、誤字脱字の修正、組織の名称、所在地、法令の題名等の形式的な変

更又は個人のプライバシー等の権利利益に影響を与え得る特定個人情報

の漏えいその他の事態を発生させるリスクを明らかに軽減させる変更

は、重要な変更には当たらないものとする。 

この指針の別表に定めるとおり、重大事故の発生それ自体が直ちに重

要な変更に当たるものではないが、特定個人情報に関する重大事故の発

生に伴い評価実施機関がリスク対策等を見直すことが想定され、この場

合は、重要な変更に該当する。 

評価実施機関は、保有する特定個人情報ファイルに重要な変更を加え

ようとするときは、当該変更を加える前に、特定個人情報保護評価を再

実施するものとする。ただし、災害が発生したときの対応等、特定個人

情報保護評価を実施せずに特定個人情報ファイルの取扱いを変更せざる

を得ない場合は、特定個人情報ファイルの取扱いの変更後可及的速やか

に特定個人情報保護評価を再実施するものとする。 

ア システムの開発を伴う場合の実施時期 

上記１（１）に準ずるものとする。 

イ システムの開発を伴わない又はその他の電子ファイルを保有する場

合の実施時期 

事務処理の変更の検討段階で特定個人情報保護評価を実施するもの

とする。 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（解説） 

特定個人情報保護評価を実施（又は再実施）した後、当該特定個人情報ファイル

の取扱い等について変更が生じることがあります。 

例えば、特定個人情報保護評価の対象となった制度・事務の見直し、使用するシ

ステムの更新等により、評価実施機関が当該特定個人情報ファイルの取扱いを変更

することが想定されます。また、社会情勢の変化や技術進歩により、直近の特定個

人情報保護評価を実施した時点で採用していたリスク対策が陳腐化し、再検討が必

要となることも考えられます。 

事前に特定個人情報保護評価の再実施が義務付けられる「重要な変更」とは、特

定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを相当程度変動させると考
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えられるものです。具体的には、特定個人情報ファイルの対象となる本人の範囲、

特定個人情報の使用の目的、特定個人情報の突合、リスク対策（ただし、重大事故

の発生を除く。）など、指針の別表に記載されている、重点項目評価書と全項目評

価書の中のいくつかの項目の記載内容に限られます。 

これら以外の特定個人情報保護評価書の記載項目への変更の場合は、既に公表し

ている特定個人情報保護評価書を修正し、公表することとなります。 

また、重要な変更の対象である項目の記載内容であっても、誤字脱字の修正、組

織の名称、所在地、法令の題名等の形式的な変更又は個人のプライバシー等の権利

利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを

明らかに軽減させる変更については、特定個人情報保護評価を再実施する必要性が

高くないことから、重要な変更には当たらないと整理しています。この場合も、既

に公表している特定個人情報保護評価書を修正し、公表することとなります。 

 

 

Ｑ第６の２（２）－１ 

 「重要な変更」の対象である重点項目評価書・全項目評価書の記載項目

の変更であっても、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリス

クを明らかに軽減させる変更は重要な変更に当たらないとしているのはな

ぜですか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価の基本理念は個人のプライバシー等の権利利益の保護で

あり、そもそも番号法が、保有する特定個人情報ファイルに重要な変更を加える前

に特定個人情報保護評価を実施することを求めているのも、事前対応により個人の

プライバシー等の権利利益の侵害の未然防止を図るためです。 

○ このような特定個人情報保護の基本理念・目的に照らすと、特定個人情報の漏え

いその他の事態を発生させるリスクを明らかに軽減する特定個人情報ファイルの

取扱いの変更について、改めて特定個人情報保護評価を実施する理由はないと考え

られます。 

○ また、特定個人情報保護評価の再実施に伴う負担を課さないことは、評価実施機

関が特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減する措置を推

奨する趣旨もあります。 
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Ｑ第６の２（２）－２ 

 「特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを明らかに軽

減させる変更」とは具体的にどのようなものでしょうか。技術進歩に伴う

システムの更新は通常リスクを軽減させることになりますが、重要な変更

に当たらないということでしょうか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを明らかに軽減させる

変更とは、その変更によりリスクが軽減されることについて疑いの余地のない変更

です。具体的には、ウィルス対策ソフトウェアのバージョンアップなどの単純な最

新化、監視カメラの設置台数や監視頻度の増加などが考えられます。これらの場合

は、既に公表している特定個人情報保護評価書を修正し、公表することになります。 

○ 一方、システムを全面的に入れ替える場合や事務手続を大幅に変更する場合など

は、たとえその変更がリスク対策の強化を目的とするものであっても、評価実施機

関が実施する事務又はシステム全体に複雑な影響を及ぼしかねないことから、むし

ろ重要な変更として、特定個人情報保護評価を再実施することが必要と考えられま

す。 

 

 

Ｑ第６の２（２）－３ 

 重大事故の発生は重要な変更に当たらないとしながら、「特定個人情報に

関する重大事故の発生に伴い評価実施機関がリスク対策等を見直すことが

想定され、この場合は、重要な変更に該当することがある。」としているが、

どのような場合でしょうか。 

（Ａ） 

○ 重大事故の発生を事前に知ることは不可能であり、特定個人情報保護評価を事前

に再実施することが求められる「重要な変更」の対象とはなりません。したがって、

別表においてリスク対策に変更を加えようとする場合であっても、重大事故の発生

の場合を除くものと定めています。 

○ 一方、重大事故の発生を受けて、評価実施機関は原因究明を実施し、再発防止策

を策定することが想定されます。 

再発防止策の内容は重大事故の原因にもよりますが、システムの全面的な入れ替

えや事務手続きの大幅な変更が計画されることも想定されます。このような大規模

なリスク対策の変更は、重大事故が再発するリスクを軽減させることを目的とした

変更であることは確かですが、評価実施機関が実施する事務又はシステム全体に複

雑な影響を及ぼしかねないことから、重要な変更として特定個人情報保護評価を再

実施することが必要になると考えられます。 
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Ｑ第６の２（２）－４ 

 基礎項目評価書の変更は、重要な変更に当たらないのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 基礎項目評価書の記載内容の変更は、直ちに「重要な変更」の対象とはせず、特

定個人情報保護評価書の修正の対象としています。 

ただし、その変更によりしきい値判断の結果が変わり、新たに重点項目評価又は

全項目評価の実施が義務付けられる場合は評価の再実施が必要となります。 
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（３）しきい値判断の結果の変更 

上記第５の４に定める特定個人情報保護評価書の見直しにおいて、対

象人数又は取扱者数が増加したことによりしきい値判断の結果が変わ

り、新たに重点項目評価又は全項目評価を実施するものと判断される場

合、評価実施機関は、速やかに特定個人情報保護評価を再実施するもの

とする（規則第６条第２項及び第３項、第７条第２項から第６項まで、

第８条及び第 14条）。 

また、評価実施機関における特定個人情報に関する重大事故の発生に

よりしきい値判断の結果が変わり、新たに重点項目評価又は全項目評価

を実施するものと判断される場合、評価実施機関は、当該特定個人情報

に関する重大事故の発生後速やかに特定個人情報保護評価を再実施する

ものとする（規則第６条第２項及び第３項、第７条第２項から第６項ま

で、第８条及び第 14条）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

特定個人情報保護評価を実施（又は再実施）した後、特定個人情報ファイルの取扱

いに伴う特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを変動させる変更

であっても、その性質上、「重要な変更」に該当しないものがあります。 

基礎項目評価書中のしきい値判断項目、すなわち、①評価対象の事務の対象人数、

②特定個人情報ファイルの取扱者数及び③特定個人情報に関する重大事故の変更で

す。 

①対象人数は人口動態や経済社会情勢の変化に影響されて変わることが多く、必ず

しも評価実施機関が能動的に変更するものではなく、また日々変化します。②取扱者

数も職員の異動やアルバイトの採用などに伴い日々変化するものです。③重大事故の

発生を事前に知ることは不可能です。したがって、これらの変化に対応し事前に特定

個人情報保護評価を再実施することは現実的ではありません。 

 

したがって、これらのしきい値判断項目に、しきい値判断の結果が変わる程度の大

幅な変更が生じた場合は、事後に特定個人情報保護評価を再実施することが求められ

ています。 

すなわち、これらのしきい値判断項目の変更に伴ってしきい値判断の結果が変わり、

重点項目評価又は全項目評価の実施が新たに義務付けられる場合は、速やかに特定個

人情報保護評価を再実施することが求められます。 

 

しきい値判断項目の中でも、①対象人数及び②取扱者数と、③重大事故の発生では、

特定個人情報保護評価の再実施の契機が異なります。①及び②については、少なくと
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も１年に１度は実施することが努力義務とされている特定個人情報保護評価書の見

直しにおいて、①又は②の人数が増加したことによりしきい値判断の結果が変わった

後、速やかに特定個人情報保護評価を再実施することが求められます。 

 

③については、特定個人情報に関する重大事故の発生を知った後速やかに特定個人

情報保護評価を再実施しなければなりません。なお、対象人数が 1万人未満の事務の

場合は、個人のプライバシー等の権利利益に与え得る影響と評価実施機関の負担を比

較衡量し、重大事故が発生した場合も、引き続き基礎項目評価のみを実施すればよい

こととしています。 

 

 
Ｑ第６の２（３）－１ 

 特定個人情報ファイルを取り扱う事務の対象人数が 1,000 人を超えた場

合や、手作業処理用ファイルを電子ファイルに変えた場合は、特定個人情報

保護評価の実施が義務付けられるのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報ファイルを取り扱う事務が、指針第４の４（１）のアからキまでに該

当していたものの、その後、特定個人情報ファイルの本人数の増加や手作業処理用フ

ァイルを電子ファイルに変えようとすること等により、指針第４の４（１）のアから

キまでに該当しないこととなる場合は、「特定個人情報ファイルを保有しようとする

とき」に該当しますので、当該事務について、特定個人情報保護評価を実施すること

が求められます。 

 

 

Ｑ第６の２（３）－２ 

   しきい値判断の結果が変わり、新たに重点項目評価を実施することが必

要となりましたが、国民・住民等からの意見聴取を実施する必要がありま

すか。 

（Ａ） 

○ 重点項目評価を実施する場合には、国民・住民等からの意見聴取は義務付けられ

ませんが、任意に実施することを妨げるものではありません。 
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Ｑ第６の２（３）－３ 

 しきい値判断の結果が変わり、新たに重点項目評価又は全項目評価を実

施しなければならないとなった場合、実施時期はいつになりますか。 

（Ａ） 

○ 重点項目評価又は全項目評価の実施は、しきい値判断の結果が明らかになった後、

速やかに行うことが求められます。 

○ しきい値判断の結果が変わるために新たに重点項目評価又は全項目評価を実施

することとなり、システム開発等を伴わない場合には、システム開発等のフローに

即した実施時期の設定は不適当です。したがって、しきい値判断の結果が明らかに

なった後、速やかに特定個人情報保護評価を再実施することとします。 

○ 特定個人情報に関する重大事故の発生に起因する場合は、当該重大事故の発生を

知った後速やかに特定個人情報保護評価を再実施しなければなりません。 

 

 

Ｑ第６の２（３）－４ 

 しきい値判断における重大事故は「評価実施機関における」とあります。

評価実施機関内の全く関係のない部署において重大事故が発生した場合で

も、しきい値判断の結果の変更として、特定個人情報保護評価を再実施し

なければならないのでしょうか。 

（Ａ） 

○ その場合でも、重点項目評価又は全項目評価の実施が新たに義務付けられる場合

は、速やかに特定個人情報保護評価を再実施しなければなりません。 

○ ある事務について既に特定個人情報保護評価書を公表していた場合、当該事務に

関わりのない評価実施機関内の部署が特定個人情報に関する重大事故を発生させ

たとしても、それにより当該事務に関するしきい値判断の結果が変われば、特定個

人情報保護評価の再実施が必要となります。 

○ 重大事故が発生した場合、その事故を起こした事務や部署だけではなく、評価実

施機関全体に対する国民・住民の信頼に関わると考えられることに加え、事故が発

生した要因の分析及び再発防止策については、評価実施機関全体で取組む必要があ

るとの考え方によるものです。 
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Ｑ第６の２（３）－５ 

 評価実施機関内の他部署で重大事故が発生しましたが、元々全項目評価

を実施していたため、しきい値判断の結果は変わりません。この場合は、

特定個人情報保護評価を再実施することは必要でしょうか。 

（Ａ） 

○ 重大事故の発生それ自体が直ちに重要な変更にあたる当たるものではありませ

ん。 

しかし、重大事故の発生を契機として、評価実施機関がリスク対策等を見直すこ

とが想定され、システムの全面的な入れ替えや事務手続の大幅な変更が計画される

ことが考えられます。そのような場合は、元々全項目評価を実施していた事務につ

いても、「重大な変更」として特定個人情報保護評価の再実施が必要となる場合が

あります。 
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（４）一定期間経過 

評価実施機関は、規則第 15条の規定に基づき、直近の特定個人情報保

護評価書を公表してから５年を経過する前に、特定個人情報保護評価を

再実施するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

特定個人情報保護評価を実施（又は再実施）した後、特定個人情報ファイルの取扱

いについて重要な変更を加えようとする場合、対象人数若しくは取扱者数の増加又は

特定個人情報に関する重大事故の発生によりしきい値判断の結果が変更する場合に

は、特定個人情報保護評価を再実施することが義務付けられていますが、それ以外の

場合は義務付けられていません。 

しかし、特定個人情報保護評価を実施してからある程度の期間が経過すると、個人

情報の保護に関する情報技術の進歩や社会情勢の変化が生じ、特定個人情報保護評価

を再実施することが望ましい状況となることが考えられます。 

昨今の情報通信技術の進歩の速さを踏まえると、５年を経過すればリスク対策など

を見直す必要性が高くなっていることが想定されます。そこで、直近の特定個人情報

保護評価書を公表してから５年を経過する前に特定個人情報保護評価を再実施する

ことを努力義務としています。 

なお、直近の特定個人情報保護評価書の公表とは、特定個人情報保護評価の（新規

保有時の）実施又は再実施に伴う公表のみであり、特定個人情報保護評価書の修正に

伴う公表は含みません。したがって、「５年を経過する前」の起点は直近の実施又は

再実施に伴う公表日となります。 

 

 

Ｑ第６の２（４）－１ 

 特定個人情報保護評価は、５年ごとに実施すれば十分ということでしょ

うか。 

（Ａ） 

○ ５年を経過する前であっても、特定個人情報ファイルの取扱いについて重要な変

更を加えようとしたり、対象人数若しくは取扱者数の増加又は特定個人情報に関す

る重大事故の発生によりしきい値判断の結果が変更したりする場合は、特定個人情

報保護評価を再実施することが義務付けられています。また、これらに当たらない

場合でも、任意に再実施することを妨げるものではありません。 
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第７ 特定個人情報保護評価書の修正 

１ 基礎項目評価書 

基礎項目評価書の記載事項に、上記第６の２（３）のしきい値判断の結

果の変更に該当しない変更が生じた場合、評価実施機関は、規則第 14条の

規定に基づき、基礎項目評価書を速やかに修正し、委員会に提出した上で

公表するものとする。修正に当たっては、委員会が定める特定個人情報保

護評価書様式中の変更箇所欄に変更項目等を記載するものとする。 

 

 ２ 重点項目評価書・全項目評価書 

重点項目評価書又は全項目評価書の記載事項に、上記第６の２（２）の

重要な変更に当たらない変更が生じた場合、評価実施機関は、規則第 14条

の規定に基づき、重点項目評価書又は全項目評価書を速やかに修正し、委

員会に提出した上で公表するものとする。修正に当たっては、委員会が定

める特定個人情報保護評価書様式中の変更箇所欄に変更項目等を記載する

ものとする。 

この場合は、特定個人情報保護評価の実施に該当せず、全項目評価の場

合であっても、国民（地方公共団体等にあっては住民等）からの意見の聴

取及び委員会による承認又は第三者点検は必要ない。評価実施機関の任意

の判断で、国民（地方公共団体等にあっては住民等）からの意見の聴取又

は第三者点検を行うことを妨げるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

 特定個人情報保護評価を実施（又は再実施）した後、当該特定個人情報ファイル

の取扱い等に変更・変化が生じることがあります。このうち、「重要な変更」と「し

きい値判断の結果の変更」に当たる場合は、特定個人情報保護評価を再実施するこ

とが義務付けられていますが、それ以外の場合は義務付けられていません（この他、

直近の特定個人情報保護評価書を公表してから５年を経過する前に特定個人情報保

護評価を再実施することが努力義務とされています）。 

  しかし、特定個人情報保護評価の再実施が義務付けられない程度の比較的軽微な変

更・変化であっても、公表している特定個人情報保護評価書の記載内容と実態の齟齬

を放置することは、特定個人情報ファイルの取扱いについての透明性を高め、国民・

住民の信頼を確保するという特定個人情報保護評価の目的に反する結果となります。  

そこで、こうした場合は、既に公表している特定個人情報保護評価書を修正し、委

員会に提出した上で公表するものとしています。 

なお、この修正に伴う公表は５年を経過する前の再実施の起点にはなりません。 
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第８ 番号法及び行政機関個人情報保護法に基づく事前通知 

番号法第 29条第１項並びに第 30条第１項及び第２項の規定により読み替

えられて適用される行政機関個人情報保護法第 10 条第１項の規定に基づ

き、行政機関が特定個人情報ファイルを保有しようとするときは、当該行政

機関の長は、同項各号に規定する事項（以下「事前通知事項」という。）を

あらかじめ委員会に通知しなければならず、また、事前通知事項を変更しよ

うとするときも同様に通知しなければならない。行政機関が、特定個人情報

保護評価を実施し、全項目評価書を公表した場合、又は保有する特定個人情

報ファイルに重要な変更を加えようとするときに特定個人情報保護評価を

再実施し、事前通知事項を変更した全項目評価書を公表した場合は、番号法

第 27条第５項の規定により、それぞれ通知を行ったものとみなす。 

行政機関が、重点項目評価書を提出・公表した場合等は、事前通知等を併

せて行ったものとして取り扱う。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（解説） 

※ 指針における上記の規定については、行政機関における規定となりますので、行

政機関以外の評価実施機関はご認識いただく必要はありません。 

  

 １．事前通知とは 

   行政機関個人情報保護法第 10条第１項には、「行政機関（略）が個人情報ファイ

ルを保有しようとするときは、当該行政機関の長は、あらかじめ、総務大臣に対し、

次に掲げる事項を通知しなければならない。」と規定されています。 

その上で、行政機関が、単なる個人情報ファイルではなく、個人番号をその内容

に含む個人情報ファイル、つまり特定個人情報ファイルを保有しようとするとき又

は通知事項を変更しようとするときは、番号法第 29条第１項並びに第 30条第１項

及び第２項の規定に基づいて、総務大臣ではなく、特定個人情報保護委員会に対し

て通知することが義務付けられます。 

  

２．特定個人情報保護評価の実施により事前通知を行ったものとみなす規定 

事前通知事項におけるファイルの名称や利用目的等の事項は、特定個人情報保護

評価における評価項目と重複していることから、番号法第 27 条第５項によって、

特定個人情報保護評価を実施（評価書を委員会に提出し公表）した場合、事前通知

も行ったものとみなしています。 

 

 ３．みなす規定が適用される場合 

   番号法第 27 条第５項において、事前通知を行ったものとみなす場合は「前項の

99 
 



規定により評価書が公表されたとき」とされており、ここで言う、前項の規定によ

り評価書が公表されたとき、つまり行政機関等が全項目評価を実施又は再実施した

場合に、本規定が適用されることになります。 

 

 ４．その他の通知等 

   上記３以外の以下次の場合には、指針の規定に基づいて、変更した評価書を委員

会に提出し、公表することによって、番号法第 29条第１項並びに第 30条第１項及

び第２項の規定により読み替えて適用される行政機関個人情報保護法第 10 条第１

項及び第３項に定める通知を行ったものとして扱うこととなります。なお、下記（１）

から（４）までの場合はその事象が生じる前に、（５）及び（６）の場合はその事

象が生じた後に遅滞なく行うこととなります。 

 

（１） 全項目評価書に記載する特定個人情報ファイルにおいて、事前通知事項に

重要な変更にあ当たらない変更が生じるとき 

（２） 重点項目評価書に記載する特定個人情報ファイルを保有しようとするとき 

（３） 重点項目評価書に記載する特定個人情報ファイルにおいて、事前通知事項

に重要な変更が生じるとき 

（４） 重点項目評価書に記載する特定個人情報ファイルにおいて、事前通知事項

に重要な変更にあ当たらない変更が生じるとき 

（５） 特定個人情報ファイルの保有をやめたとき 

（６） 特定個人情報ファイルの対象人数が 1,000 人未満となったとき 
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５．まとめ 

  上記１～４を整理すると以下のとおりとなります。 

 
全項目評価書 

の提出・公表 

重点項目評価書 

の提出・公表 

提出・公表 

をすべき時期 

特定個人情報ファイ

ルを新たに保有しよ

うとするとき 

通知を行ったものと

みなす 

通知を行ったものと

して扱う 

ファイルの保有

又は変更の前 

事前通知事項に重要

な変更が生じるとき 

通知を行ったものと

みなす 

事前通知事項に重要

な変更に当たらない

変更が生じるとき 

通知を行ったものと

して扱う 

特定個人情報ファイ

ルの保有をやめたと

き 通知を行ったものと

して扱う 

ファイルの保有

又は変更の後遅

滞なく 
特定個人情報ファイ

ルの対象人数が 1000

人未満となったとき 

 

 
Ｑ第８－１ 

 基礎項目評価のみの実施の場合は、事前通知を行ったものとみなされない

のですか。 

（Ａ） 

 ○ 基礎項目評価のみの実施の場合は、事前通知を行ったとはみなされません。別途、

委員会が定める事前通知の方法に基づいて委員会に通知していただく必要があり

ます。 

   これは、基礎項目評価書においては、行政機関個人情報保護法に定める事前通知

すべき事項が記載されていないことからです。 
 

 

  

101 
 



第９ 特定個人情報保護評価の評価項目 

１ 基本的な考え方 

特定個人情報保護評価を実施するに当たって、評価実施機関は、特定個人

情報ファイルを取り扱う事務の特性を明らかにした上で、特定個人情報ファ

イルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利益に影響を与え得る特定個

人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクについて認識又は分析し、

このようなリスクを軽減するための適切な措置を講じていることを確認の

上、特定個人情報保護評価書において宣言するものとする。 

 
２ 評価項目 

（１）基礎項目評価書 

規則第２条第１号に規定する基礎項目評価書では、特定個人情報評価の

対象となる事務の概要、当該事務において使用するシステムの名称、特定

個人情報ファイルの名称、当該事務を対象とする特定個人情報保護評価の

実施担当部署、当該事務において個人番号を利用することができる法令上

の根拠等を示すものとする。また、当該事務において情報連携を行う場合

にはその法令上の根拠を示すものとする。 

また、評価実施機関は、特定個人情報保護評価の対象となる事務につい

て特定個人情報ファイルを取り扱う際に生じる個人のプライバシー等の

権利利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生さ

せるリスクを認識し、このようなリスクを軽減するための適切な措置を講

じていることを確認の上、宣言するものとする。 
（２）重点項目評価書 

規則第２条第２号に規定する重点項目評価書の記載事項は、次のとおり

とする。 

ア 基本情報 

特定個人情報保護評価の対象となる事務の内容、当該事務において使

用するシステムの機能、当該事務において取り扱う特定個人情報ファイ

ルの名称、当該事務を対象とする特定個人情報保護評価の実施担当部

署、当該事務において個人番号を利用することができる法令上の根拠等

を示すものとする。また、当該事務において情報連携を行う場合にはそ

の法令上の根拠を示すものとする。 

イ 特定個人情報ファイルの概要 

特定個人情報ファイルの種類、対象となる本人の数・範囲、記録され

る項目その他の特定個人情報保護評価の対象となる事務において取り

扱う特定個人情報ファイルの概要を示すものとする。また、特定個人 
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情報の入手及び使用の方法、特定個人情報ファイルの取扱いの委託の有

無及び委託する場合にはその方法、特定個人情報の提供又は移転の有無

及び提供又は移転する場合にはその方法、特定個人情報の保管場所その

他の特定個人情報ファイルを取り扱うプロセスの概要を示すものとす

る。 

ウ リスク対策 

特定個人情報ファイルを取り扱うプロセスにおいて個人のプライバ

シー等の権利利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事

態を発生させる主なリスクについて分析し、このようなリスクを軽減す

るための措置について記載するものとする。重点項目評価書様式は主な

リスクのみを示しているが、その他のリスクについても分析し、そのよ

うなリスクを軽減するための措置についても記載することが推奨され

る。 

また、自己点検・監査、従業者に対する教育・啓発等のリスク対策に

ついても記載するものとする。 

これらのリスク対策を踏まえ、評価実施機関は、リスクを軽減するた

めの適切な措置を講じていることを確認の上、宣言するものとする。 

エ その他 

特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求、特定個人情報ファイルの

取扱いに関する問い合わせ等について記載するものとする。 

（３）全項目評価書 

法第27条第１項各号及び規則第12条に規定する全項目評価書の記載事

項は、次のとおりとする。 

ア 基本情報 

特定個人情報保護評価の対象となる事務の詳細な内容、当該事務にお

いて使用するシステムの機能、当該事務において取り扱う特定個人情報

ファイルの名称、当該事務を対象とする特定個人情報保護評価の実施担

当部署、当該事務において個人番号を利用することができる法令上の根

拠等を示すものとする。また、当該事務において情報連携を行う場合に

はその法令上の根拠を示すものとする。 

イ 特定個人情報ファイルの概要 

特定個人情報ファイルの種類、対象となる本人の数・範囲、記録され

る項目その他の特定個人情報保護評価の対象となる事務において取り

扱う特定個人情報ファイルの概要を示すものとする。また、特定個人情

報の入手及び使用の方法、特定個人情報ファイルの取扱いの委託の有無

及び委託する場合にはその方法、特定個人情報の提供又は移転の有無 
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及び提供又は移転する場合にはその方法、特定個人情報の保管及び消去

の方法その他の特定個人情報ファイルを取り扱うプロセスの概要を示

すものとする。 

ウ リスク対策 

特定個人情報ファイルを取り扱うプロセスにおいて個人のプライバ

シー等の権利利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事

態を発生させる多様なリスクについて詳細に分析し、このようなリスク

を軽減するための措置について記載するものとする。全項目評価書様式

に示すもの以外のリスクについても分析し、そのようなリスクを軽減す

るための措置についても記載することが推奨される。 

また、自己点検・監査、従業者に対する教育・啓発等のリスク対策に

ついても記載するものとする。 

これらのリスク対策を踏まえ、評価実施機関は、リスクを軽減するた

めの適切な措置を講じていることを確認の上、宣言するものとする。 

エ 評価実施手続 

行政機関等は、上記第５の３（３）アにより実施した国民からの意見

の聴取の方法、主な意見の内容等、下記第 10 の１に定める委員会によ

る承認のために全項目評価書を委員会に提出した日、委員会による審査

等について記載するものとする。 

地方公共団体等は、上記第５の３（３）イにより実施した住民等から

の意見の聴取及び第三者点検の方法等について記載するものとする。 

オ その他 

特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求、特定個人情報ファイルの

取扱いに関する問い合わせ等について記載するものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（解説） 

特定個人情報保護評価の実施に当たって評価実施機関が行うべきことは、特定個人

情報保護評価の対象となる特定個人情報ファイルを取り扱う事務の特性を明らかに

した上で、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利益に影響

を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクについて認識・分

析し、このようなリスクを軽減するために適切な措置を講じていることを確認の上、

宣言することが求められています。 

特定個人情報保護評価に当たって評価実施機関が評価すべき項目（評価項目）の数

又は深度は、全項目評価が最も大きく、重点項目評価、基礎項目評価の順で小さくな

っています。実務上は、しきい値判断の結果に基づいて求められる特定個人情報保護

評価の種類に応じ、該当する特定個人情報保護評価書に記載していくことになります。 
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Ｑ第９－１ 

   「リスクを軽減するための適切な措置を講じていることを確認の上、宣

言するものとする。」とありますが、具体的にどのように宣言すればよいの

でしょうか。 

（Ａ） 

○ 特定個人情報保護評価書の表紙にある「個人のプライバシー等の権利利益の保護

の宣言」欄に記載することで宣言することができます。その際、評価実施機関が講

じている措置のうち評価実施機関として特に積極的に一般に情報提供したい措置

があれば、「特記事項」欄に記載することができます。 

  

105 
 



第 10 委員会の関与 

１ 特定個人情報保護評価書の承認 

（１）承認対象 

委員会は、上記第５の３（３）アに基づき行政機関等から委員会に提出

された全項目評価書を審査し、承認するものとする。 

委員会は、基礎項目評価書、重点項目評価書、地方公共団体等から提出

された全項目評価書及び任意で提出された全項目評価書の承認は行わない

ものとする。 

（２）審査の観点 

委員会は、全項目評価書の承認に際し、適合性及び妥当性の２つの観点

から審査を行う。 

    ア 適合性 

この指針に定める実施手続等に適合した特定個人情報保護評価を実施

しているか。 

・しきい値判断に誤りはないか。 

・適切な実施主体が実施しているか。 

・公表しない部分は適切な範囲か。 

・適切な時期に実施しているか。 

・適切な方法で広く国民の意見を求め、得られた意見を十分考慮した

上で必要な見直しを行っているか。 

・特定個人情報保護評価の対象となる事務の実態に基づき、特定個人

情報保護評価書様式で求められる全ての項目について検討し、記載

しているか。 等 

   イ 妥当性 

特定個人情報保護評価の内容は、この指針に定める特定個人情報保

護評価の目的等に照らし妥当と認められるか。    

・記載された実施担当（部署及び所属長）は、特定個人情報保護評価

の対象となる事務を担当し、リスクを軽減させるための措置の実施

に責任を負うことができる者か。 

・特定個人情報保護評価の対象となる事務の内容の記載は具体的か。

当該事務における特定個人情報の流れを併せて記載しているか。 

・特定個人情報ファイルを取り扱うプロセスにおいて特定個人情報の

漏えいその他の事態を発生させるリスクを、特定個人情報保護評価

の対象となる事務の実態に基づき、特定しているか。 

・特定されたリスクを軽減するために講ずべき措置についての記載は

具体的か。 
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・記載されたリスクを軽減させるための措置は、個人のプライバシー

等の権利利益の侵害の未然防止、国民・住民の信頼の確保という特

定個人情報保護評価の目的に照らし、妥当なものか。 

・個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言は、国民・住民の信

頼の確保という特定個人情報保護評価の目的に照らし、妥当なもの

か。 等 

委員会は、提出された全項目評価書の審査の結果、必要と認めるときは、

番号法の規定に基づく指導・助言、勧告・命令等を行い、全項目評価書の

再提出その他の是正を求めるものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（解説） 

特定個人情報ファイルを取り扱う事務について、しきい値判断の結果、全項目評価

を実施するものとされた行政機関等は、当該事務についての全項目評価書を作成し、

委員会に提出します。委員会は、提出された全項目評価書を審査し、承認することに

なります。この審査・承認の対象は、行政機関等がしきい値判断の結果に基づき作成

した全項目評価書のみです。 

基礎項目評価書（行政機関等が全項目評価書と併せて提出する場合を含む）、重点

項目評価書、地方公共団体等から提出された全項目評価書、主体を問わず任意で提出

された全項目評価書の審査・承認は行いません。 

委員会は、適合性及び妥当性の２つの観点から審査を行います。 

適合性とは、この指針に定める実施手続等に適合した特定個人情報保護評価を実施

しているかについて審査するもので、主に客観的な事実について審査を行います。具

体例として、しきい値判断に誤りはないか、適切な実施主体が実施しているか、非公

表部分は適切な範囲か等を指針に示していますが、それらに限りません。 

妥当性は、特定個人情報保護評価の内容がこの指針に定める特定個人情報保護評価

の目的等に照らし妥当と認められるかについて審査するもので、内容をより実質的に

審査するものです。具体例として、評価実施担当は責任を負うことができる者か、評

価対象となる事務の内容の記載は具体的か等を指針に示していますが、それらに限り

ません。 

委員会は、必要に応じて評価実施機関の協力を得ながら審査を進めていきます。 
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Ｑ第 10の１－１ 

 委員会は、全項目評価書が提出されてからどの程度の期間で承認すること

を予定しているのでしょうか。 

（Ａ） 

○ 委員会は、システムの運用開始を延期せざるを得なくなるなどの評価実施機関の

実務に不必要な負担を与える事態とならないよう十分配慮し、全項目評価書が提出

されてから合理的な期間内に承認することができるよう、評価実施機関の協力を得

ながら、審査を進めていきます。 
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２ 承認の対象としない特定個人情報保護評価書の確認 

委員会は、評価実施機関から委員会に提出された特定個人情報保護評価書

であって上記１による委員会の承認の対象としないものについては、必要に

応じて、その内容を精査し、適合性及び妥当性について確認するものとする。 

委員会は、提出された特定個人情報保護評価書の精査の結果、必要と認め

るときは、番号法の規定に基づく指導・助言、勧告・命令等を行い、特定個

人情報保護評価の再実施その他の是正を求めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

承認の対象となる行政機関等が提出した全項目評価書以外の特定個人情報保護評

価書について、委員会は、必要に応じて、その内容を精査し、適合性及び妥当性につ

いて確認することとしています。 

精査・確認の対象となる可能性がある特定個人情報保護評価書は、基礎項目評価書

（行政機関等が全項目評価書と併せて提出する場合を含む）、重点項目評価書、地方

公共団体等から提出された全項目評価書及び主体を問わず任意で提出された全項目

評価書です。 

委員会は、必要に応じて評価実施機関の協力を得ながら精査・確認を進めていきま

す。 
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第 11 特定個人情報保護評価書に記載した措置の実施 

評価実施機関は、個人のプライバシー等の権利利益に影響を与え得る特定

個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減するための措置

として特定個人情報保護評価書に記載した全ての措置を講ずるものとする。 

 

 
 
 
 
 
（解説） 

特定個人情報保護評価は、評価実施機関が特定個人情報の漏えいその他の事態を発

生させるリスクを分析し、そのようなリスクを軽減するための適切な措置を講ずるこ

とにより、特定個人情報の漏えい等を未然に防止するとともに、国民・住民等の信頼

を確保することを目的としていることから、記載した措置を確実に実施することで実

効性が確保されるものです。 

 

 

 

  

110 
 



第 12 特定個人情報保護評価に係る違反に対する措置 

１ 特定個人情報保護評価の未実施に対する措置 

特定個人情報保護評価を実施するものとされているにもかかわらず実施

していない事務については、情報連携を行うことが禁止される（番号法第 21

条第２項第２号、第 27条第６項）。特定個人情報保護評価を実施するものと

されているにもかかわらず実施していない評価実施機関に対して、委員会

は、必要に応じて、番号法上の指導・助言、勧告・命令等を行い、特定個人

情報保護評価の速やかな実施その他の是正を求めるものとする 

 

２ 特定個人情報保護評価書の記載に反する特定個人情報ファイルの取扱い

に対する措置 
特定個人情報ファイルの取扱いが特定個人情報保護評価書の記載に反し

ている場合、委員会は、必要に応じて、番号法の規定に基づく指導・助言、

勧告・命令等を行い、是正を求めるものとする。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

特定個人情報保護評価を実施していない場合、特定個人情報ファイルの適正な取り

扱いの確保のための措置が適切に講じられていない恐れがあります。 

したがって、このような場合に、情報連携を行わせると、不適切な形で特定個人情

報ファイルがネットワークを通じてやりとりされることとなり、適正な取扱いがなさ

れている他の事務やシステム（他の情報提供者又は情報照会者のシステムや情報提供

ネットワークシステム等）にまで、悪影響を及ぼす恐れがあることから、情報連携を

行うことが禁止されています。（番号法第 27条第 6項、第 21条第 2項第 2号） 

情報連携を行わないこととされている機関については、委員会の助言、指導、命令

権限等に基づき、是正を促すことになります。 

また、特定個人情報ファイルの取扱い実態が特定個人情報保護評価の記載に反して

いた時は、上記観点から、委員会の助言・指導・勧告・命令・立入検査権限等に基づ

き是正を促すことになります。 
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別表 

 

（解説） 

この別表は、重点項目評価書及び全項目評価書の記載項目のうち、原則として変更

する前に特定個人情報保護評価を再実施することが求められる「重要な変更」の対象

であるものを列記しています。様式２及び３を併せて確認してください。 

 

 

Ｑ別表－１ 

 「重要な変更」の対象である評価項目のリスク対策から、重大事故の発生

を除いているのはなぜですか。 

（Ａ） 

○ 重大事故の発生を事前に知ることは不可能であり、原則として特定個人情報保護

評価を事前に再実施することが求められる「重要な変更」には該当しません。 

○ ただし、重大事故の発生を受けて、評価実施機関がシステムの全面的な入れ替え

や大幅な組織改組といった大規模なリスク対策の変更を実施する場合は、重要な変

更として特定個人情報保護評価を再実施することが必要になることもあると考え

られます。 
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その他 

 

Ｑ他―１ 

 政府統一基準群、ISMS 適合評価制度、IT セキュリティ評価及び認証制度

（JISEC）などの認定を受けている機関は、特定個人情報保護評価を実施す

る必要がありますか。 

（Ａ） 

○ 情報セキュリティ対策は、情報資産の CIA(Confidentiality 機密性、Integrity 

完全性、Availability 可用性)の維持を図ることを目的としています。これに対

し、特定個人情報保護評価の目的は個人のプライバシー等の権利利益の保護であり、

セキュリティ対策は一つの手段にすぎないと考えられます。したがって、これらの

認定等を受けている評価実施機関についても、特定個人情報保護評価を実施する必

要があります。 

○ ただし、これらの制度の認定を受けていることは、特定個人情報にかかるリスク

を軽減するための適切な措置のひとつであると考えられることから、既にこれらの

制度の認定を受けている評価実施機関については、その旨を特定個人情報保護評価

書に記述することが考えられます。 
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